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連結納税制度導入の可否について

　　　　ｒ日本型」モテルの検討と展望

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生新井由佳子

　近年，企業を取り巻く経済社会構造の変化に伴 って，いくつかの企業法制が改正され，同時に

税制の見直しも検討されている。そのうちの１つとして「連結納税制度」が注目されている。わ

が国の連結納税制度論議は，１０年前から経済界が検討要望を出しているにもかかわらず，違結財

務諸表制度との関連で派生的に触れられてきただけで課税当局からは冷淡に扱われてきた。しか

し，一段と高まりをみせる経済界からの要望をうけてか，依然消極的態度ではあるが課税当局も

公に議論を始めている。本論文では，企業を経済活動の源泉として重視し，税制が公平性を維持

しつつ企業の足棚になることは回避すべきであるとの視点から連緒納税制度の導入に関する諸議

論を検討し，それらを踏まえて日本型モデルの導入を提言する 。

　第一章ｒわが国現行法人税制の課税単位に関する問題点」では，単体課税の問題点を企業の経

営形態の変化，証券取引法の連結決算との関連から指摘した。現代の経済社会は，すべての分野

において国境が崩れ，企業活動も質的量的にもグローハルな取引が増えており ，各国企業は生き

残りを懸けた経営戦略に必死である。わが国企業も最適な経営形態を求め，「企業グループ」戦

略を積極的に展開するようになっ てきた。また，昨年（１９９７年）の「純粋持株会社」解禁は，企

業の経営戦略に新たな選択肢を加えることになっ た。 しかし，わが国現行税制は法的主体を納税

単位としてその法人の所得に課税する仕組みをとっ ているので，その経営形態のいかんによっ て

税負担に差異が生じる恐れがある。諸外国では，既に企業の経済的一体性に着目した税制を採 っ

ており ，わが国のように経済的実体には関係なく法的主体を唯一の基準で課税していては，現代

の国際的大競争の時代に生き残れないことを指摘した。また，わが国の証券取引法における連結

決算は，時代の要請に応じてその内容も次第に国際基準へと近づいているが，税制は制定以来

貫して単体課税をとっ ている。より一層国際的に通用する決算にするためには，企業の経済的一

体性に着目するという視点から税制と足並みを揃えることが望まれる 。

　第二章「連結納税制度導入論」では，連結納税制度導入の必要性を消極的見解を踏まえた上で

検討する。特に，わが国が連結納税制度を導入しなかった理由として企業の結合形態に着目しそ

の変化を捉え，同制度導入の必要性を説く 。戦後わが国の企業問結合の特徴は，○系列会社が多

く， 少数持株支配である，　ｒ安定株主」としての株式の相互持ち合いが多く ，諸外国と比べる

と特殊日本的であることが挙けられる。これによっ て， わが国企業集団の構造は複雑になり ，連

結納税の必要性が特に生じていなかったと考えられる。ところが，近年の内外の諸情勢の変貌を

背景に，企業は積極的なグループ展開をみせ親子会社問の関係が明確になり ，そこに経済的一体

性が見受けられるようになっ たのである。企業のグループ戦略は，各企業が生き残りを懸けて行

うものであり ，法的主体は別であ ってもその実体は一つであるから，ｒ実質課税の原則」からそ

の実体に即した課税を行うべきと考える。また，経済界はｒ純粋持株会杜」解禁を機に同制度導
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入要望を強めており ，会計学の立場からも ，同制度導入が連結財務諸表制度促進策の一環になる

と期待されている。一方，税調等は，課税上の問題として¢財源問題，　課税の中立性，　現行

法人課税と連結調整処理，＠地方税との関係等の論点を挙げているが，税調等の議論は¢企業の

実体は国民　般の視占からも判断すべき ，　連結決算制度も未だ充実過程にあるとし，則提条件

からはねつけておりその必要性に関する検討が行われていないだけでなく ，具体的提案も出され

ておらず，説得性に欠ける感がある 。

　そこで，第三章「諸外国の企業集団税制」では，日本に導入する場合に如何なる制度を想定す

るのか，諸外国の企業集団税制の特徴を明確にする。企業集団税制は，連結納税型と個別損益振

替型の２つに分けられ，それぞれの型は国による特質，差異があり異なる内容の制度になっ てい

る。 まずは，¢適用範囲が問題になるが，各国とも少数株主問題に配慮した制度になっ ている 。

　企業集団税制の特徴の一つである内部取引損益繰延処理は，連結申告納税額が最終的には個別

法人の株主持分に影響するために必要な処理であり ，売手側損益繰延方式（米国）と買手側損益

繰延方式（蘭国等）がある。　欠損処理では，特に租税回避行為が問題になり ，その対処規定と

して米国のＳＲＬＹルール（ｓｅｐａｒａｔｅｄ　ｒｅｔｕｍ１１ｍ１ｔｅｄ　ｙｅａｒ）がその王体になっ ている。　連結課

税所得計算は，各国ともその大枠として，全関連会社の個別課税所得を計算し，次に連結納税の

ための調整を行い各課税所得を合算するという構造である。その他，グルー プの一体性を強調し

た規定で米国独自の投資価額修正（Ｒｅｇ．１．１５０２－３２（ｂＸ１））がある 。

　第四章「日本への導入に向けて」では，諸外国の事例を踏まえた経済団体連合会による『連結

納税制度に関する提言』と（財）企業活力研究所による『企業組織と税制のあり方に関する研究

会』報告の二つの日本型モデルを比較し，導入に向けて検討を加えた。本論文では，両モデルを

基に以下のｒ日本型」モテルを妥当とする。¢連結の範囲一少数株王問題，国民感情に配慮し原

則１００％とするが，特定出資の持株要件（法法５１）や従業員持株割合を考慮する。　制度の適用

一諸外国と同様に任意選択とし，継続適用を要件とする。　納税義務一両モデル同様，親会社が

代理人として納税する方法（米国型）。 ＠内部取引繰延処理一現行の取引慣行である時価基準や

寄付金処理（法法３７　），受贈益課税（法法２２　）を尊重し売手側損益繰延方式とする。その対

象については経団連モデルが税収問題に配慮し土地 ・有価証券等に限定し，研究会報告が資産カ

テコリーことの繰延処理の選択を提案しているが，前者を妥当とする。　欠損金利用一導入当初

は米国のＳＲＬＹルールを参考にする。＠連結課税所得計算一独自に，わが国の確定決算主義

（法法７４）が障害になるとの見解に対して，「単体課税調整型」，「商法改正型」，「米国型」の３通

りを検討し，実行可能性の観点から，グループ各個別会社の課税所得金額を合算し連結調整を加

えて算出する「単体課税調整型」を提案する。¢地方税一経団連モテルは連結べ一スで，研究会

報告は当面現行維持を提案しているが，今後の事業税の在り方も含めて検討する必要がある。但

し， 導入方法に関しては，研究会報告が提案する段階的導入も検討の余地を残している 。

　しかし，税調等による具体的モデルと比較してこそより意義あるものになるのであり ，可及的

速やかに大蔵側の考える「日本型」モデルが提示され，具体的に導入の是否を検討することが望

まれる。その際，大蔵省側の言う国民の認識がいかなるものであるかを重視し，国民のコンセン

サスが得られるような環境整備をどこまでできるかが鍵になるだろう 。

　以上，２１世紀に向けて活力ある経済社会を構築すべく ，課税の公平を維持しつつ税制が企業の
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足椥になることは回避すべきであるとの視点から，本論文では連結納税制度導入の必要性をわが

国の企業形態の変化に着目することでより明確にした。ただ，導入した場合の効果，減収財源等

については未だ具体的データが出されておらず，今後の検討課題として残す形となっ た。
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２１世紀における鉄鋼企業の展望

　　一一俄）神戸製鋼所を中心に

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生荒　木　崇

　この論文では，産業社会を支えてきた素材産業，その中心である鉄鋼企業が，情報通信 ・制御

技術の発展により登場した高度情報社会，そしてそれがもたらすであろう循環型社会 ・大競争時

代という新たな経済環境の下で，どのような経済活動 ・経営戦略を展開させ，２１世紀に向け，今 ，

新たな時代を迎えようとしているのか明らかにしていきたいと考えている。なお，２１世紀の新た

な経済環境を捉える場合，金融ビ ッグバンが製造業へ及ぼす数々の影響（資本形成や財務体質の

構造変化等）についても考えなければならないが，時問的 ・力量的問題から本論文では追求でき

なかった。この問題については，今後の検討課題としたい 。

　研究対象とする欄神戸製鋼所（以下神鋼と略す）は，１９０５年９月１日 ，合名会社鈴木商店が小

林製鉄所を買収し神戸製鉄所と改称したことにより創業，１９１１年６月２８日 ，神戸製鉄所を鈴木商

店から分離 ・独立，資本金１４００万円で設立された。現在は，資本金２１３６億３９９９万３０６５円，従業員

数１３４３７名（ただし出向者を除く）で，日本の鉄鋼企業，その中の大手高炉メーカー五社の一角

で， 年間粗鋼生産量５９１万トン，単体売上高１兆１４１９億６５００万円，連結売上高１兆５３３４億５９００万

円である 。（数字は１９９７年３月３１日現在）

　神鋼の連結売上高に占める鉄鋼事業部門の比率は３６２％（５５４９億円）で大手高炉メーカー五社

中最低の水準にある。これは，神鋼の特徴である複合経営を推進したことの結果である。神鋼の

複合経営推進の背景には，鉄鋼事業で蓄積された技術 ・知識を応用し需要構造の変化にピンポイ

ントで合わせていく経済活動 ・経営戦略があ った。換言するならは，鉄鋼事業以外では各事業と

も一貫メーカーを目指さず，コア ・コンピタンスを活用し得意分野に特化した事業展開の多角化

を推進した結果なのである 。

　神鋼は，その組織体系として１９５５年から事業部制を採用しており ，その組織は４つの事業本部

（鉄鋼，アルミ ・銅，機械 ・エンジニアリング，電子 ・情報）と１つの事業部（溶接）から構成

されている。現在では，各事業本部とも各事業領域で確固たる地位を築き ，さらに循環型社会 ・

大競争時代に向けての鉄鋼企業の在り方 ・存在意義を模索している。それらの取り組みの中で ，

本論文において特に注目しているのは，電力卸供給事業とリサイクル ・ルー プ構築への取り組み

（直接旭元鉄事業やＲＤＦ装置の展開）である 。

　２１世紀に向け，国内では製品市場の成熟化や内需不振，海外に目を向ければアジア各国の製鉄

業の躍進等日本の鉄鋼企業を取り巻く環境は非常に厳しくなっ ており ，大きな転換期を迎えてい

ると考えられる。転換期を迎えた鉄鋼企業の課題として，大きく分けて５点が挙げられる 。

　１　本業である鉄鋼企業収益に頼らない経営体質の強化と，環境変化 ・需要構造変化に柔軟に

　　対応できる事業の複合化を目指した事業展開の多角化 。

　２ ．企業の経済活動自体のグローバル化であり ，さらには製造業の経済活動を構成するあらゆ

　　る経営資源のグローバル化。この経営資源のグローバル化とは，研究開発体制や為替リスク

　　回避のための資金調達体制をグローバル化することである 。
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　３ ．鉄鋼企業と市場との関係の変化。従来の先物契約 ・紐付販売を中心とした完全受注生産か

　　ら，長期契約関係を基盤としながらも見込み生産へ。 需要家主導の共鳴関係から供給者主導

　　の共鳴関係へ。

　４　環境益 ・地球益を考えた事業展開　コスト意識　企業文化の再構築。再資源化 ・リユ ース

　　を考慮に入れた「逆工場」的発想の実現化と，Ｃ０２排出削減のための技術開発や設備投資

　　の積極的展開 。

　５　鉄鋼業界再編の可能性。日本の鉄鋼業界はすでに過剰な生産能力を抱え粗鋼生産量の漸減

　　傾向が見られること ，さらに環境保全と成長の両立が求められる循環型社会への迅速な対応

　　のための各能力の強化が必要とされていること ，以上の点から業界再編の可能性には極めて

　　大きいものがある。例）神鋼と川鉄の合併 。

　環境益 ・地球益に代表される環境保全と成長が企業の経済活動を規定する新たな鍵となる２１世

紀は，鉄鋼企業にとっ て省エネやリサイクル，新製品（環境材）開発で環境への貢献をアピール

する絶好の舞台でもある。その中で，神鋼の事業展開は，２１世紀に鉄鋼企業が生き残るためのひ

とつのモデルケースとして見ることができる。需要構造の変化に対し，自社の経営資源を最大限

活用することによっ て柔軟にかつ俊敏に対応していくことが鉄鋼企業の将来像を規定する 。

　業界再編の１つのモデルとして，神鋼と川鉄の合併といっ た夢物語を考えてみたが，この夢物

語の実現とまではいかなくとも既存の枠組みに囚われない（例えは大手高炉メーカー五社，電炉

業界と高炉業界）積極的な業界再編 ・事業展開こそが現状を打破する力となるであろうし，その

先に２１世紀も世界に冠たる強い日本の鉄鋼企業があるのではないだろうか 。

　最後に，神鋼が大打撃を受けた阪神淡路大震災とその後の経済復興にみる地域と企業との新し

い関係構築の必要性を考えることによっ て本論文を締めくくりたい。神鋼は「神戸で生まれ，神

戸とともに育った企業」として，震災復興のシンホル ・プロジェクトである「神戸東部新都心計

画」と「神戸国際マルチメティア文化都市構想」に積極的に参画している。「神戸東部新都心計

画」では，地域冷暖房システムを導入，その熱供給事業を行う「神戸熱供給（株）」を設立し，電力

卸供給事業とリンクさせることにより「地域と一体となっ た省エネ」や「地域との交流と共生」

を進め，あわせて，神戸市内の自立電源の確保，電力供給系統の多重化による「防災機能の強

化」にも貢献していく方針である 。

　「不連続があるから新しくなる。」震災からの復興過程を通じ，神戸市と神鋼との “共生”関係

が生まれようとしている。グローバルとローカルの両立こそ，２１世紀の鉄鋼企業に求められる経

済活動であり ，使命でもある 。
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我が国のタックス ・ヘイブン対策税制

　　　　より実体に即した対策税制であるために

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生伊藤嘉奈子

第１章　タ ックス ・ヘイブンとは

第２章　タ ックス ・ヘイブン対策税制

第３章　タ ックス ・ヘイブン対策税制を取り巻く状況

第４章　今後の我が国タ ックス ・ヘイブン対策税制への提案

　経済のグローバル化は，企業の多国籍化でもある。この多国籍企業は，世界各国にグループ企

業を持っており ，一国籍の企業利益を追求するのではなく ，グルー プ全体を一つの単位とみなし

た利益追求を行っている。このような多国籍企業にとっ て， 租税負担は経済活動を行うための必

要経費にほかならず，全世界での租税負担が最少となるようにタ ックス ・プラニングを行わなけ

ればならない。このとき ，タ ックス ・ヘイブンといわれる非課税又は低税率の国 ・地域に子会社

を設立し，利益を留保させれば高税率国で利益留保するよりも低い税負担で済む 。

　一般に，タ ノクス　ヘイフンとは，自国に進出した外国企業に対し租税利益のみを与える国で

ある，という印象があるが，今日タ ックス ・ヘイブンとして利用されている国は，為替管理が緩

やかであ ったり ，通信施設やインフラの整備が行われていたり ，会社の設立や譲渡が簡単である

というような特徴を有しており ，「租税利益を含む様々な利益を提供する国や地域」と定義づけ

ることができる 。

　多国籍企業が節税を行うに当たり ，本来税制が許容していないかたちで租税負担を免れようと

する「租税回避」が行われることがある。このタ ックス ・ヘイブンを利用した租税回避に直接対

抗する手段として「タ ックス ・ヘイブン対策税制」が先進諸国で導入されている 。

　我が国でも ，１９７８年にタ ックス ・ヘイブン対策税制が導入され，租税特別措置法上第６６条の６

～９（法人に関するもの）と ，第４０条の４～６（個人に関するもの）に規定されている。これは ，

日本の株主によっ て支配（株式等の５０％超保有）されている外国子会社で，設立国での税負担が

著しく低い（２５％以下）ものを特定外国子会杜等とし，そこに留保された所得は特定外国子会社

等の持株割合に応じてその株王（当該特定外国子会社等の事業年度終了日に当該特定外国子会社

等の株式等の５％以上を保有）の所得に合算して課税するものである
。

　我が国のタ ックス ・ヘイブン対策税制は，¢課税対象（租税回避であるか否かの判断基準）が

「法人」であること ，　その「法人」の算定に際して，「著しく低い」税負担を実効税率２５％で判

断している点が問題であると考えられる。なぜなら，¢課税対象が法人であれば，同一取引を行

った場合でも ，一方は非課税，もう一方は課税される，といっ た不公平が生じることとなり ，課

税される企業の現地での競争力を削り ，成長を阻害することとなる。　２５％という数字は我が国

法人税実効税率（約５０％）の５０％が根拠となっ ているが，その差が大きいため，対策税制の課税

対象とならず，我が国で合算課税されなかった場合は，我が国での実効税率と ，現地国での実効

税率の差額分だけ課税の繰延が起こることとなるためである 。
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　ところで，現在のタ ックス ・ヘイブン対策税制を取り巻く状況に目を向けると ，我が国で対策

税制が導入された頃と大きく変化していることが分かる。¢代表的なタ ックス ・ヘイブン国であ

ると考えられてきた国々は，１９８０年代に先進諸国で相次いで行われた規制措置によっ
て， 租税利

益だけを提供することが困難となっ たため，オフシ ソア金融化したり ，特定の優遇措置を行うこ

とによって，一方的に利用される国から多国籍企業に積極的に利用される国へと変化している 。

タッ クス ・ヘイブン国が外国法人に対して提供する利益のうち，租税利益の占める割合は低下し

ているのである。　日本企業によるタ ックス ・ヘイブン利用も年々増加している。それは，タ ッ

クス ・ヘイブン国の動きに呼応し，租税利益だけでなく ，多くの優遇措置を求めてタ ックス ・ヘ

イフンヘ進出している。　自国企業の国際競争力の強化や，自国への企業投資の増加を狙い，主

要先進国では法人税率が全体的に引き下げられている。これは，先進諸国のタ ソクス ・ヘイフン

化ということができる。このような状況に対応するために，現行の対策税制では以下の点が問題

となる。Ｏ課税対象を法人によっ て定めている点。これは，タ ックス ・ヘイブン国の動き ，日本

企業の動きからも明らかなように，一法人が租税回避のためだけに存在することはもはやありえ

ず， 「法人」を課税対象とすることは，真の租税回避を把握し防止することにはならないためで

ある。　「著しく低い」税負担を税率２５％で判断している点。これは，画一的な規制であり ，タ

ックス ・ヘイブン国を指定しているのと同様の問題が生じる 。

　我が国の現行タ ックス ・ヘイブン対策税制は，租税回避を行う主体が法人であることに着目し ，

合算課税対象を「法人」であるとする「法人指定アプローチ」を採用している。上記で述べた現

行税制の問題点は，この法人指定アプローチによっ てもたらされるものである。そこで，多くの

先進諸国で採用されている「取引的アプローチ」に着目し，具体的な制度として米国のタ ソク

ス・ ヘイブン対策税制である「サブパートＦ条項」の考察を行い，取引的アプローチが納税者及

び課税当局の事務負担を増加させるなどの欠点を有しているものの，複雑な租税回避にも対応し

て課税すべき所得をもれなく取り込むことができ ，また，「所得」に着目していることから「軽

課税国」を指定することもないので，我が国の現行対策税制の問題点を２点とも改善することが

できるものであることを明らかにした 。

　確かに，現行税制においても ，適用除外要件の改正などによっ て， 現行税制の骨組みのままで

取引的アプローチを採用する先進諸国と同様の課税対象範囲にすることはできる。しかし，これ

まで述べたようにタ ックス ・ヘイブン対策税制をめぐる状況は大きく変化してきており ，現行税

制ではこのような状況に対応しきれず，納税者の公平を害することも十分に考えられるのである 。

従っ て， 複雑化する租税回避方法，入り組んだ国際取引に対応して行くためには現行の税制では

なく ，より ，綴密で公平な税制，すなわち取引的アプローチを採用する対策税制への移行を提案

したい 。
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６。 川田剛「国際課税の基礎知識」（改訂版）（１９８９．税務経理協会）
７． 高橋元監修「タ ックスヘイブン対策税制の解説」（１９７８．清文社）８ ．中里実「国際取引と課税」
　　（１９９３．有斐閣）

９． 中里実「国際租税法上の諸問題」（１９８５．総合開発研究機構）
１０．中村雅秀「多国籍企業と国際税制」（１９９５．東洋経済新聞杜）
１１．水野忠恒編著「国際課税の理論と課題」（ユ９９５．税務経理協会）
１２．皆川芳輝「多国籍企業の租税戦略」（１９９３．名古屋大学出版会）
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＜雑　誌＞

１５．Ｕ．Ｓタ ックス研究会「米国法人税法の調べ方６９～７８一米国のタ ックス ・ヘイブン対策税制は，どの

　　ような特色を有しているか」（１９９２国際商事法務　ｖｏ１２０，Ｎ０２～Ｎｏ１１）
１６．青木寅男「アジア ・オセアニア ・中南米諸国の投資誘因措置」（１９８９．１　租税研究）

１７．青木寅男「ケイマン諸島及びバーミュ ダとの条約　一米国のタ ックス ・ヘイブンとの協定一」（１９９６

　　１０租税研究　ＮＯ．４４４）

１８．青木寅男「オランダとオランダ領アンティール及びアルバの租税条約の改正」（１９９６．ユ１租税研究

　　ＮＯ．４４５）

１９．占部祐典「タ ックス ・ヘイブンの対策税制の法政策的考察（１）」（１９８８杜会文化研究所紀要３２）

２０一占部祐典「タ ックス ・ヘイブンの対策税制の法政策的考察（２）」（１９９０社会文化研究所紀要３４）
２１．占部祐典「タ ックス ・ヘイブン対策税制の問題点税務広報」（１９９０ＶＯＬ３８Ｎｏ． １）

２２．占部祐典「タ ックス ・ヘイブン対策税制の現状と課題」（１９９５　ジ ュリスト）
２３一大蔵省「諸外国における最近の租税改革の動向」（１９８４－１９９７財政金融統計月報　各租税特集号）

２４一オフシ ョア世界動向研究会「最近のオフシ ョア世界の動向」（租税研究　ＮＯ．４６６）

２５．海外税制研究会「世界のオフシ ッア市場の動向」（租税研究　ＮＯ．４６５）

２６佐藤正勝「国際的租税回避行為等の類型およぴ対応策　　米国のタ ソクス　ヘイフン税制との比較を

　　中心として」（１９９２税務大学論集）

２７．租研 ・事務局「パナマ問題と会社の国籍移転について」（１９９０．２租税研究）
２８一租研 ・事務局「ケイマン諸島　一最も成功しているタ ックス ・ヘイブンー」（１９９０．５租税研究）
２９．租研 ・事務局「租税条約を有するタ ックス ・ヘイブンの利用について」（１９９２．８租税研究）
３０．租研 ・事務局「カリブ海諸国におけるタ ックス ・ヘイブンの現状とその対策」
３１．租研 ・事務局ｒＴａｘ　Ｔｒｅａｔｙ　ｓｈｏｐｐｉｎｇに関する最近の話題」

３２．租研 ・事務局「国際問租税回避の現状およびその対応策　一特にいわゆる『条約漁り』について一」

３３。租研 ・事務局「国際銀行資本の拠点 ・バハマ　ータ ックスヘイブンの条件一」
３４　富岡幸雄「タ ソクス　ヘイフン税制の緊急改革提案　　王要国の制度の特徴と日本税制の規制強化の

　　必要性」（１９９２　商学論纂　第３３巻２ ・３号　１９９２．２　中央大学）

３５．富岡幸雄「企業行動の実態　欠陥税制を活用する国を越える大企業の歪んだ経営戦略」（１９９２　商学

　　論纂）

３６富岡幸雄「タ ノクス　ヘイフン税制の改革課題　　目に余る大企業の世界的スケールによる租税回避

　　の放置」（１９９２　商学論纂）

３７．平石雄一郎「マレーシアの税制と新タ ックス ・ヘイブンについて」（１９９０．６租税研究）
３８．平石雄一郎「ルクセンブルグにおける持株会杜課税の改正」（１９９２．１租税研究）
３９．平石雄一朗「経済のグローバル化と国際ルール作りへの対応」（１９９７税理 ｖｏ１．４０Ｎｏ． ４）

４０．平石雄一郎「マレーシアの税制と新オフシ ョア ・センターについて」（１９９２．１１租税研究）
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４２村井正「国際的租税回避に関する理論と政策」（１９８８ＮＩＲＡ研究叢書）

４３．吉川保弘「外国税額控除制度とタ ックス ・ヘイブン対策税制をめぐる諸問題」（１９８６．５税務大学論

　　叢１７号）

４４．名東孝二「自由世界のオフシ ッア ・ヘイブン」（１９８５．１１ＪＭＡジャーナル）
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ベンチャー企業の成長支援政策

　　　　初期段階の資金調達における債務保証

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生上野浩

　日本経済の閉塞感を払拭し，中長期的な持続的成長への道をつくるために，現在，産業経済に

おいて，新たな産業分野を開拓する創造的事業が待望されており ，ベンチャー企業はその重要な

担い手であると考えられる。産業界に直結する喫緊の課題は，シュンペーターも言うように，経

済活力の源泉として新機軸を展開することである。新商品 ・新産業の気運が高まり ，設備投資が

増え，民需主導の成長路線に持ち込むことが可能となれば，企業が活発に創業し経済が好調に推

移している米国と同様に，日本経済の活力はよみがえると考えられる 。

　しかし，その一方でベンチャー企業が成長を遂ける際には阻害要因となる，企業活動を取り巻

く環境の厳しさが現在の日本にはある。中小企業白書［１９９７１の複数回答によるアンケート調査

では，起業家が挙げる成長の阻害要因として「資金面（約６０％）」が最も高く ，以下「人材面

（約５０％）」「取引面（約３５％）」と続いている。資金調達の目的としては「研究開発」を挙げる企

業が非常に多く（７９ ．３％），新規事業を展開していくにあた って，研究開発資金の十分な確保の

ための支援体制を整備する必要性が高いと考える 。

　近年の資本市場においては，各証券取引所における特則銘柄制度の創設，時価発行公募増資の

ガイドラインの撤廃，公募社債の発行に係る適債基準の撤廃，無担保社債の発行に係る財務制限

条項の設定義務付け撤廃等が行われ，各種規制の緩和が進められている。その様な状況の中で ，

ベンチャー企業の資金調達に関する金融機関や公的機関の支援は，投資 ・融資 ・債務保証 ・補助

金・ 税制に大略分類できる。このうち民間部門（エンジェ ルを除く）が中心として担うのは投融

資と債務保証の部分である。全ての機関に関する詳細なデータは少ないが，通産省の統計による

と， 日本国内に百数十社あるベンチャーキャピタルのうち，その業務が軌道に乗 っている約７０社

の１９９６年３月末現在の投資残高は８２５０億円，融資残高は２３５０億円となっ ている。一方，公的な支

援政策は幅広く ，上述の全分野において存在する。国や地方自治体による公的助成策は，通産資

料調査会の調査によると ，１９９６年末現在で延べ件数６１８件（人的支援を含むその他援助１１３件は除

く），うち投資４７件，融資２９０件，債務保証５８件，補助金２１７件，税制６件とな っており ，整備が

進んでいる 。

　本稿の目的は，日本のベンチャー企業の行う研究開発投資に注目し，物的担保や信用力の不足

している企業の資金調達に対する支援政策（具体的には財団法人ベンチャーエンタープライズセ

ンターによる研究開発型企業債務保証制度）の効果を，具体的に分析する事にある 。

　ベンチャーエンター プライズセンターは，１９７３年のオイルシ ョッ クによっ て終焉を迎えた第一

次ベンチャー企業設立ブーム直後の１９７５年に，通商産業省の外郭団体として設置された財団法人

である。調査研究，膚報提供 ・交流など諸事業によっ てベンチャー企業の振興を行っているが ，

その中 。し・となる業務としては１９９７年３月末現在，研究開発型企業債務保証制度（ベンチャー企業

の新技術 ・新製品等の研究開発に対する債務保証）及ぴ，知識融合型企業債務保証制度（新たな

サービスの普及によっ て合理化などの波及効果が高いと見込まれる企業に対する債務保証）があ
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る。 支援実績としては保証件数で前者が約９５％と圧倒的に高いが，これは両債務保証事業を始め

た時期の違いによるものと考えられる。本稿では，サンプル数の多い前者を分析の対象としてい

る。

　通常，主要業務である債務保証の審査を行うにあた っては，第一に金融機関の窓ロヘ支援申請

を行ったベンチャー企業が債務保証の対象となっ ている。対象となっ た企業に対しては，理工系

大学教授と銀行など金融機関からの出向者が，事業としての市場性，技術としての新規性を調査

し， 企業の経営者から経営計画などのヒアリングを行う 。そして最終的には，理工系大学教授か

ら構成される審査委員会で支援が決定される。債務保証を受けた企業は，担保や信用力に乏しい

社歴の浅い企業が多く ，設立後３０年以上経過したＩＰＯ直前の企業に対して資金供給を行うベン

チャーキャピタルや金融機関と，この制度は性格を異にしている。また，事前審査においては ，

企業の物的担保というよりは保有する技術に重点を置いて，立ち入りを含むヒアリング調査が行

われている 。

　債務保証の支援を受けた企業は，追跡調査から，総じて保証時に比べて現在かなり大規模にな

っており ，高い企業成長を達成している。その成長率を支援を受けていない企業と比較してみる

と， 創業問もない時点において支援を受けることの出来た企業の方が，総じて高く ，また失敗も

少ない。したがって，ここに何らかの支援による効果があったものと考えられる 。

　債務保証の効果として考えられるものには，第１に直接効果がある。ベンチャー企業は，研究

開発投資のための資金を調達するに当た って，信用（実績や会計情報，担保力）に乏しい。こう

した状況において，ベンチャーエンタープライズセンターは，その技術力と将来の収益性を評価

し， 債務保証をすることにより ，ベンチャー企業の金融機関からの資金調達を可能にしている 。

　第２に金融機関に対する情報効果等がある。すなわち，ベンチャーエンタープライズセンター

の支援は，研究開発資金に限定され，運転資金，増産拡充資金等を対象としないという点では ，

制度的にはかなり限定的である。しかし，ベンチャーエンタープライズセンターの支援を受けた

という実績は，後者の資金を金融機関から調達する際にも ，信用という点で，一定の役割を果た

している 。

　ベンチャーエンタープライズセンターの支援効果があるとしても ，実際は支援を希望する企業

は， 余り多くはないが，その原因としては，支援制度の知名度の低さ，創業期のベンチャー企業

にとっ ては負担の重い，手続き上のコスト等が考えられる 。
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「事業税の外形標準化についての検討」の要旨

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生久保長雄

　本稿では，事業税の現状を見つめ，そこにどんな問題があるのかを見出し，それが何に起因し

ているのか検討している。そして，明らかにされた問題点を改善するためには，どのような方法

をとる必要があるのか，そして，その方法によるとどのような効果が現れるのかについて検討し

ている。最後に，シャウプ勧告以来，半世紀にわた って議論されているにも関わらず，未だに実

現されていないことについて，残された課題とは何かを検討している 。

　第１章では，統計等をもとに『事業税の現状と問題』について再検討を行った。事業税が平成

７年度に４兆４ ，８６０億円の税収をあげ，都道府県税収全体の３２ ．２％を占め，都道府県税の基幹税

であることがわかる。平成元年度には税収全体の４４．４％を占めたこともあ った。また，現行制度

の検討により ，いくつかの問題点が明らかになっ た。 すなわち，変動性，偏在性といっ た税収に

関わる問題，企業課税，物税といっ た税の性格に関わる問題，転嫁の問題，地方税としての自主

性の欠如などである。これらは結局，課税べ一スのあり方に関わる問題であることがわかった 。

　第２章では，事業税の根源的問題は，課税根拠と課税べ一スの乖離であることが明らかになっ

た。 そして，この問題を解消するには，課税根拠と課税べ一スに整合性を持たせることが必要で

あり ，それには課税根拠が何であるかも検討しなければならない。シャウプ勧告や税調の答申に

よれは，事業税の課税根拠は企業が地方団体から公共サーピスの提供を受けていることに着目し

て， 応益性にあることが明らかである。応益原則に基づく課税べ一スについて税調答申では ，

「課税に当た って事業そのものを課税客体としているのは，事業が収益活動を行っている事実に

着目してその担税力を見出そうとするものであるからである。従 って，事業税は事業の規模ない

し活動量あるいは収益活動を通じて実現される担税力を何らかの基準によっ て測定して課税する

ことが望ましいと考えられる」と述べられている。課税べ一スは何らかの外形標準によることが

望ましいと考えられる 。

　税調はこの問題について，昭和３６年答申では付加価値税導入を示唆，３９年度答申では課税べ 一

スとして加算法による付加価値額を提案，４３年答申では，具体的に付加価値基準導入の際の仮案

を作成した。しかし，４６年答申では付加価値額を収入額や資本金額と他の外形標準と並立に扱い ，

付加価値基準の導入といっ た観点からは一歩後退した観がある。５２年答申では外形標準化が地方

消費税の導入と競合しないかについて議論された 。

　以上から，これまでの『外形課税に関する経緯』について振り返ることができた 。

　第３章では，課税根拠と課税べ一スの乖離を解消するためには，どのように『課税べ一スの選

択』を行うべきかを検討している。前述のように事業税は応益原則に基づいて課税される。応益

原則の課税べ一スとしては受益額があげられる。事業税の課税根拠が応益原則であることからも ，

課税べ一スは受益額が望ましい。しかし，各企業の公共サービスからの受益額を直接測定するこ

とは不可能である。そこで，仮定「企業がその生産活動において享受する公共サーヒスからの便

益（受益額）の大きさは，その企業の活動量に比例する」が成立するならば，代替指標を用いる
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ことで受益額を問接的に測定可能となる 。

　代替指標としては，資本金額，従業員数などのストソ ク概念と売上高，企業所得，付加価値な

どのフロー概念が考えられる。しかし，ストッ ク概念の数値は企業の経済活動の結果というより ，

むしろ企業の活動量の限界あるいは潜在的活動量を決定する要因と考えられる。それに対し，フ

ロー概念の数値は企業の経済活動の結果としてとられることができる。しかし，所得は経済活動

の結果（成果）であり ，経済活動量を示すものとしては適切でない。従って，理論的に課税べ 一

スは付加価値が最適であり ，また，便宜性を考慮して所得型付加価値（所得，賃金，利子，地代

の合計額）によることが望ましいと結論できた 。

　第４章では，（１）課税べ一スを付加価値基準に変更した場合，税収の地域問格差，つまり偏在性

問題について ，（２）課税べ一スを付加価値基準，収入額基準に変更した場合の業種別税負担につい

て， 『外形標準課税を導入した場合の影響』を独自に試算し検討した。（１）税収の地域問格差が経

済力（県内純生産）のそれに等しいならは偏在していないと考えられるならは，同様に現行事業

税， 付加価値基準の事業税（付加価値税）の地域問格差を試算した場合，変動係数として，経済

力０７７１，現行事業税０８５０，付加価値基準の事業税０７８７が算出された。これを比較することで ，

付加価値基準により偏在性が是正されることが明らかになっ た。（２）課税べ一スとして，◎所得型

付加価値，　所得と所得型付加価値の併用型，　収入額，＠所得と収入額の併用型に変更した場

合の業種別税負担の変動について試算を行った。業種別の変動割合についてコメントを省略する

が， 各課税べ一スにおける税源の業種別格差を試算してみると，変動係数として，所得基準

Ｏ． ９８３，付加価値基準０ ，８４１，収入額基準０，９８７と算出された。変動係数が最小であるのは全業種

にまんべんなく課税されていると考えられる。この結果，付加価値基準は経済活動量に応じて課

税が行われていることが明らかになっ た。

　第５章では，赤字法人課税の問題を，『付加価値基準の外形課税を実現するには』，最も重要な

検討課題であるとして取り上げている。具体的な解決策は見出せなかったが，所得以外で赤字法

人の担税力を示す何らかの指標を備える必要があり ，それは必ずしも数値でなく ，赤字法人が事

業を継続的に行っている事実に着目したことであ ってもいいだろうと考える 。

　最後に，事業税の外形標準化という問題は，課税根拠と課税べ一スの乖離に起因するものであ

って，課税べ一スを付加価値基準に変更することがその解決策であ った。しかし，未だに実現に

至っ ていないのは，赤字法人課税の問題を含め，いくつかの検討課題が残されているためであろ

う。 事業税の外形標準化問題と地方消費税問題は，しはしぱ，相互的な検討課題とされた。本稿

では，地方消費税との関わりについて検討していないが，将来的に，地方分権が推進されること

を考慮すれは，地方消費税との問題は，将来の地方税体系を考えるうえで，赤字法人課税問題と

並んで重要な検討課題になるであろう 。今後は，これら残された課題について検討する必要があ

る。
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「みなし配当」課税論

　　　　包括的所得概念と法人擬制説からのアプローチ

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生桑理弘恭

　現在，我が国の税制においては，「みなし配当」課税の規定を設け，法人税法上は益金不算入

として取扱い，所得税法上は課税する旨を定めている。「みなし配当」課税は，色々な場合に発

生するが，利益積立金額を資本に組入れて新株式を発行した場合（以下，株式配当という）と利

益を原資として自己株式を消却した場合（以下，利益消却という）については，株主にとっ て実

質的な利益がないとして商法界や経済界から非課税にすべきであるという要望はだされている 。

この非課税にするということは，利益積立金額の資本組入れ時に配当とみなして課税していたも

のを譲渡時に譲渡所得として課税することである。従って，現行制度を維持するのであれば，何

故に利益積立金額の資本組入れが所得に該当するのか，何故に配当所得として課税するのかを明

らかにする必要がある 。

　第一章『「みなし配当」課税の制度と沿革』では，「みなし配当」課税の制度を条文（法人税法

第２４条 ・所得税法第２５条）によっ て検討し，経緯のあらましを述べた 。

　第二章では，まず最初に代表的な『課税論と非課税論』について検討した。¢「未実現所得課

税説」（利益積立金額の資本組入れ相当額は少なくとも株式の価値は増加する。つまり ，未実現

のキャピタルゲインが発生することを根拠に，未実現のキャピタルゲインの発生は包括的所得概

念の下では所得たりうるのであるからこれに課税するのだという説）と転換対処規定説」（現行

制度上，有利な取扱いを受けている譲渡所得に転換するのに対処する規定であるとする説）は ，

何故に配当所得として課税するのかが明確でない。「二重課税防止規定説」（利益積立金額は法人

税のみ課税済みである点に着目し，資本組入れ時に配当所得として課税しないと二重課税の調整

を行う機会がなくなるので課税するという説）は，「みなし配当」課税を所得性の有無とは関係

なく課税技術的なものとして捉えているが，所得性がないのに課税技術を考慮して課税されたの

では個人株主は納得しがたいであろう 。「課税関係決済説」（資本金は全ての課税関係が決済され

た金員から成るが利益積立金額は未だ全ての課税関係が決済されたものでないので資本組入れ時

に課税するのだという説）は，個人株主の保有する株式に係る部分については課税関係が決済さ

れているが，法人株王が保有する部分は完全に課税関係が決済されているとはいえない点で疑問

が残る。「未実現所得非課税説」（未実現所得はそもそも課税すべきでないとする説）は，我が国

の最高裁の判例は未実現所得に対する課税は違憲でないとしている以上その主張は弱い。「割合

的利益の変化説」（利益積立金額の資本組入れは単に自己資本項目の振替えにすぎず，株主間の

配当請求権や議決権の割合的変化はなく ，それに加え会社資産からは何をも取り去らないと同時

に株王については会社から何をも受取らないので，利益積立金額の資本組入れを資本準備金の資

本組入れと同様視し課税すべきでないとする説）は，資本準備金が本来株主からの払込み資本の

一部であるのに対して，利益積方金額は本来株主に分配すべき利益の一部であることが考慮され

ていない点が問題である。以上の説が「みなし配当」課税を考察する際のポイントとなるところ

は， 所得性の有無と法人擬制説に基づく利益積立金額の性格であることを明らかにした。この第
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一のポイントは第三章『所得性から見た「みなし配当」』で，第二のポイントは第四章『法人本

質観から見た「みなし配当」』で，第五章では「みなし配当」を『非課税にした場合の影響』に

ついて検討した。以下，これら三論点を個別に展開する 。

　（１）現在我が国で採用されている所得概念は包括的所得概念である。この包括的所得概念にお

いては，所得は消費の権利行使の市場価格と ，期首と期末問の保有財産価値の変化の代数和とさ

れ， この資産純増には未実現の利得も含まれていると考えられている。ゆえに，「みなし配当」

も未実現利得なら所得に該当する。利潤を留保し法人税法上の利益積立金額が生じた段階で，そ

れに見合う資産が会社に蓄積したのであるから株価の価値も増加，つまり未実現のキャピタル ・

ゲインが発生する。ただこのことから利潤を会社に留保した段階で未実現利得が発生しているの

であるから課税すべきであると考えられるが，この留保利潤の段階は，将来それが配当として処

分されることや来期以降の欠損に充てられる可能性も有り ，不安定な状態であるのでこの段階で

課税すべきではなく ，資本組入れ時にそのキャピタル ・ゲインが確定的な状態となっ たとみなし

て課税すべきであると思われる。つまり ，資本組入れ時に新たに所得が発生しているのではなく ，

利益積立金額が生じた段階で発生していた未実現利得が資本組入れ時に株王に完全に帰属したと

考え課税するのである 。

　（２）上記のように留保利潤が株価に転換したのであれは，譲渡所得として課税したほうが理論

上整合性があると考えられるが，利益積立金額の性格を考えれはやはり配当所得として課税する

のが妥当であるといえる。我が国の税制上採用されている法人擬制説では，法人税を所得税の前

取りとして考えこの法人税と所得税の両立が二重課税となるので，配当控除により調整されるが ，

株主に配当された部分についてはこの方法により二重課税は調整できるが，配当されなかった部

分つまり ，留保利潤については未だ二重課税調整がなされていないので，この留保利潤が資本に

組入れられた場合に配当所得として課税し配当控除を適用しておかないと水久に二重課税調整が

できないことを考慮して配当とみなして課税するのである 。

　（３）最近，株式市場活性化対策として利益消却が注目されているが，この利益消却は当初「み

なし配当」課税の適用があ ったため実際に実施する企業は皆無であ った。これを理由にこの場合

の「みなし配当」課税のみ措置法レベルで平成１１年３月末まで非課税とされることになり ，結果

利益消却を実施する企業があらわれた。こういっ た背景のもと一時的な凍結ではなく原則非課税

にすべきであるという議論がでている。利益消却と株式市場の影響について，（イ）一株あたりの資

本金が増大するため，株式の価値が増大する。（口）発行済株式数が減少すれは需給がタイトになる

ので株価が上がる。（べ利益消却によっ て自已資本利益率（ＲＯＥ）が上昇する，といわれている

が，（イ）自社株買いによっ て発行済株式数が減少するため，一株あたりの資産は増加するが，同額

だけ自社株買いのための資金がなくなっ ているので，これらは，相殺され結局一株あたりの資本

金は変化しない。（口）利益消却によっ て発行済株式総数は減少するから，もちろん供給量も減少し

ているのだが，減った供給量に対する需要価額総額という意味での需要も減少するため，利益消

却によっ て， 株価は変化しないのである 。（ハ）利益消却によっ てＲＯＥが上昇する必要十分条件は ，

総資本利益率が金利を上回 っていることである。この場合には，自己株式貝いのレハリ ソシ（負

債比率の上昇）効果が働いて，ＲＯＥは上昇する。しかし，同時に，負債比率が上昇するため ，

利払い後の利益の変動が大きくなるという財務リスクも増大する。ＲＯＥが上昇するのは，この
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株主のリスクの増大を補償するためであるから，レバリッ ジ効果によるＲＯＥの上昇は，株主の

利益という点では，中立的である。このように株式市場活性化という観点から「みなし配当」課

税を凍結したことの意義を考えるとあまり有効であるとはいえない。次に株式配当が非課税にな

った場合の影響について検討する。通常の配当は原則として最高税率５０％で課税されるのに対し

て， 株式譲渡益課税は２０％，上場株式については１０５％の税率で課税される。もし，株式配当が

非課税になれは，現金配当を受けた株主に比べ同額の株式配当を受けた株主の租税負担は著しく

少なくなるので租税回避行為につながる恐れもある 。

　留保利潤の蓄積による株価の上昇（未実現利得）が資本組入れ時に株主にとり確定的な状態と

なっ たと考えることで，利益積方金額の資本組入れが包括的所得概念の下では所得に該当するこ

とを検証し，法人擬制説の観点から，配当所得として課税するのは法人税と所得税の二重課税調

整， つまり ，譲渡所得として課税したのでは二重課税調整ができないことを根拠に結論づけた 。

又， 従来の「みなし配当」課税論に加えて，利益消却が株式市場に与える効果を理論的に検討し ，

効果がないことを理由に非課税にする必要がないと結論づけた 。
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「フリンジ ・ベネフィットの課税間題」

立命館大学大学院経済学研究科博士課税前期課程２回生近藤篤俊

　フリンジ ・ベネフィット（付加給付，追加的給付）とは，経済取引において，主な給付に付随

して給与される給付を意味する。この論文では，事業王から被用者に対して与えられる，非現金

形態での付加給付を中心に考察し，第１章の「フリンジ ・ベネフィットとは何か」では，フリン

ジ・ ベネフィットの適正な課税が必要とされる理由を，課税における公平（水平的公平，垂直的

公平），課税における中立性，税収及び税務行政上の配慮について考察した 。

　第皿章では，「フリンジ ・ベネフィットが与える日本杜会への影響」について考察した。現金

給与以外の労働費用は，実は従業員にとっ てのフリンジ ・ベネフィットの一部しか捉えておらず ，

企業会計上は明示的に費用として計上されないようなフリンジ ・ベネフィソトが少なからず存在

する。社宅の家賃と対応する市場家賃との差額や，低利の社内融資の市場金利との差などである 。

これらは，市場で供給すれば得られたであろう利益を放棄しているという意味で，企業からみれ

ば「機会費用」と考えられる部分である 。

　一方企業にとっ ては，成果配分のフリンジ ・ベネフィット化は，従業員の企業への従属意識を

強め，転職を抑制する効果を持つと考えられる。転職を希望する者にとっ て， 他の企業の福利厚

生の水準は賃金のようには簡単に比較できないから，転職に伴うリスクが大きく感じられ，転職

が抑制される可能性がある。これは，企業にとっ ては明らかにメリットであるが，従業員にとっ

ては企業に対する交渉力が弱まるという危険な側面もある 。

　成果配分のフリンジ ・ベネフィット化のもう一つの問題は，その恩恵を受けるものが限られ ，

業種問，企業規模問，職種問などの格差が大きいことである。しかし，こうした不透明な形での

企業問格差は，労働条件に関する情報をオープンにしたうえでの競争という市場メカニスムが ，

円滑に機能するための大前提を揺るがすことになる。また，政府規制産業の場合には，表面上の

賃金水準を低く抑えつつ，従業員への実質的な独占的レント（超過利潤）の分配がフリンジ ・ベ

ネフィットの形で行われている可能性がある。実際，金融 ・保険業や電気 ・ガス ・熱供給 ・水道

業のフリンジ ・ベネフィット給付額は極めて大きい。企業の経営努力によりコストを削減する誘

因が薄れ，資源のロスが生じるとともに，規制によるレントの恩恵を享受できる者（当該産業の

関係者）とできない者との問に不公平が生じるからである 。

　賃金よりもフリンジ ・ベネフィットのほうが様々な面で課税が甘く ，それがフリンジ ・ベネフ

ィット化を促進している面も見逃せない。フリンジ ・ベネフィットに対する課税は現金給与と比

較してかなり甘いが，それは，資源配分の効率性の観点からも課税の公平性の観点からも大きな

問題である。資源配分の効率性については，フリンジ ・ベネフィット化が不必要なまでに選好さ

れる結果，資源配分の歪み（過剰消費）が生じる可能性がある。社宅建設ブームはこの好例であ

る。 また，フリンジ ・ベネフィットが，従業員の企業への帰属意識を高め，転職を抑制するなら ，

労働市場の潜在的なミスマッ チを拡大させる可能性もある。課税の公平性については，まず，実

質的に同じ所得水準には同じく課税せよとする「水平的公平性」に反する。これは，フリンジ ・
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ベネフィットの利用可能性が，業種，企業規模，職種，社内での地位などによっ て大きく異なる

からである。また，高所得層ほどフリンジ ・ベネフィットの恩恵を受ける機会が多いとしたら
，

課税の「垂直的公平性」の原則にも反することになる。さらに，フリンジ ・ベネフィット化によ

って課税べ一スが縮小すると ，税収を維持するために現金給与に対する税率を引き上げざるをえ

ず， それがますます節税のためのフリンジ ・ベネフィット化を促進するという悪循環を引き起こ

す可能性もある 。

　「バブル」崩壊は企業のフリンジ ・ベネフィットにも大きく影響している。例えば，希望次第
で， 退職金をボーナスに上積みして前払いしたり ，住宅取得のための積立金や社内預金の利息を

会社が補助している恩恵なども現金で払うという動きがある。企業が社員に対して，会社からの

自立をフリンシ　ベネフィソトを逆利用して迫っているのである。退職金や社内福祉は，社員の

生涯を保証し，日本の終身雇用制と表裏をなしてきたが，ここ数年国境の無い「大競争時代」を

迎えた企業にとっ て， まだまだ「例外」と言われてきた契約社員などの流動化を目指す新しい制

度が，将来，「原則」となる可能性があるのは確かなのである。今日において戦後経済的な豊か

さを求めてきた国民の意識が，ゆとりある個人 ・家族生活，生きがいなどを求めるものに変化し

つつある。これらの企業が上記のように変化しつつあるのは，我が国の古い体質を改善すべきと

きを示している 。

　第皿章では，「フリンジ ・ベネフィットの現行租税法等の扱いと問題点」について考察する 。

フリンジ ・ベネフィットの法規上の特徴として，フリンジ ・ベネフィットの供給コストは課税所

得の計算において積極的に控除されているが，享受されるその経済的利益の多くは事実上課税除

外されており ，　般に費用と収益に非対応の状況がみられ，その概念の不明確性やその発生形態

の多様のゆえにその課税規定は課税庁に自由裁量を認めることになると批判される面をもっ てお
り， さらに，その供与が実務遂行の必要あるいは労働条件もしくは福利厚生の視点からされるも

の， 換価が不自由でまだ選択の余地が乏しいもの，捕捉および評価が困難なものなどの性質を有

しているものが多く ，金銭給与とは違い課税を困難にする特殊性も有している 。

　フリンジ ・ベネフィットが，現金以外により供与される経済的利益とすると ，課税対象の有力

な一つとなるから，所得課税法における課税物件としてそれに対する課税の問題が検討されなけ

ればならない。所得税の実務上の課税においては，フリンジ ・ベネフィットを５項目に分けてと

らえ給与等の所得として課税するとしている 。

　昭和４０年の所得税法改正は，「経済的利益」概念を導入することによっ て所得を包括的に把え

て課税することとしたのであるが，それが税法概念として導入されて以来，租税法律主義からみ

ると ，「経済的利益」の実定法規定について，同概念の内容が抽象的で明確性を欠くことから ，

恋意的課税を認めることになる「実質主義」に代わ って，課税庁の裁量的 ・恋意的課税を是認す

る役割を果たすものに発展する可能性がある。租税法においては，課税庁の裁量的 ・恋意的課税

を認めることになる規定を設けることは許されないと解すべきであり ，租税法律主義の重要な要

素である課税要件明確主義は，課税要件を抽象的 ・多義的な不確定概念で定めるのではなく ，一

義的明確な概念で定めることを要請するからである 。

　法令でフリンジ ・ベネフィットを明示していることもあるが，原則的には，所得課税において

はフリンジ ・ベネフィットを収入概念で把えて課税することとする一般条項方式を採っている 。
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しかしその概念はきわめて抽象的でありその具体的内容は包括的であることから，課税実務にお

いては，その内容を通達で具体化しそれに基づいて課税しているのである。フリンジ ・ベネフィ

ソト課税において，課税庁に裁量的余地が事実上認められていることは否定できない 。

　租税法での社宅の扱いでは，給与所得者が享受するこのようなフリンジ ・ベネフィットはその

ほとんどが捕捉されず，課税されることはない。所得税基本通達（３６－４０）では，杜宅賃貸料が

「通常支払うべき賃貸料」とされる「賃貸料相当額」の２分の１相当額以上であれば企業の社宅

貸与により従業員が受けるフリンジ ・ベネフィットは課税しないこととしているからであり ，賃

貸料相当額を算定する算式の基礎が通達策定時（１９５１年）の物価指数等であり合理性に欠けるし ，

また，算式の基礎とされる固定資産税の課税標準は著しく過少評価によるものであり ，「賃貸料

相当額」が通常の民問の賃貸料より著しく低額に設定されているからである 。

　また，企業にとっ て， 社宅に対する投資（建設経費 ・付属設備）つまりフリンジ ・ベネフィッ

トの供給コストは，減価償却により法人の損金または必要経費として控除が認められ，土地所得

費や建設費に係る借入金の支払利子も法人税の益金を構成する。租税特別措置法（６２条の２）は ，

法人の投機的土地取得を規制する趣旨で土地取得に係る借入金利子の損金算入制限を講じ，原則

として，土地取得に係る借入金利子を取得後４年間損金算入を認めないこととしているが，取得

した土地が垣１久的な建物の敷地に供されている場合には，その取得借入金に係る支払利子相当額

の損金算入が認められている 。

　第１Ｖ章では「諸外国におけるフリンジ ・ベネフィット課税の現状」として，具体的にオースト

ラリアとニュージーランドのフリンジ ・ベネフィソト税について，雇用者が従業員に対してフリ

ンジ ・ベネフィソトを供与した場合に，雇用者を納税義務者として課税する国々の例を検討した 。

　第Ｖ章では「フリンジ ・ベネフィットの課税方法と，評価方法」について，その評価基準と税

制の設計について，事業王コスト ，被用者価値，市場価値に基づいて評価基準を設定して税制の

設計をする必要がある事を明らかにした 。

　第ｗ章では「適切なフリンジ ・ベネフィットの課税方法」について考察し，以下の法案を述べ

る。

　所得課税の範囲内での課税方法として１つは，あくまでも個人所得税の枠内で課税するという

ものである。これには，積極的な課税を必要とするものについて，法律で列挙して課税するとい

う方法と ，一定のフリンジ ・ベネフィットに対する課税を特に断念する方法，すべての給与所得

者を対象とすることなく ，高額の給与所得者等に課税する方法がある 。

　もう１つは，給付者に対して課税する方法で，これは雇用者が従業員に対してフリンジ ・ベネ

フィットを供与した場合，雇用者を納税義務者として課税されるもので，オーストラリアやニュ

ージーランドで採用されているようなフリンジ ・ベネフィット ・タ ックスによる特別課税や，フ

リンジ ・ベネフィットの供給コスト（例えば，法定タ片冨利厚生費等）を法人税の損金に算入しな

い（損金不算入）方法がある。しかしこれらはいずれにせよ，個人の担税力に応じた課税をする

といっ た観点からは，それを断念した課税方法であり ，フリンジ ・ベネフィットの課税は，あく

までも個人所得税の枠内で解決されることが望ましい。フリンジ ・ベネフィットについては，公

平の達成のために課税を強化すべきであるという見解と社会通念や選択性 ・換金性の問題を理由

に課税すべきでないという見解とがあるが，今日では無視できない経済的利益が存在しており ，
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そのことが公平性，中立性等を侵害している現状から，課税を強化すべきであり ，課税の方法は ，

できる限り個人の担税力に応じた課税方法が望ましいので，個人へ課税すべきであると考える 。

企業は，供与したフリンシ ・ベネフィノトの額，およひ享受者を税務署に明らかにし，給与とし

て現金給与に加算して源泉徴収することが望ましい 。
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公的年金改革の経済分析

立命館大学大学院経済学研究科博士課税前期課程２回生高橋克明

目　的

　本稿の目的は，公的年金制度の運営方式に着目し，公的年金制度を賦課方式から積↓方式へ移

行させるときに存在する「二重の負担」の問題を，簡単なシミュレーシ ョンを用いて分析するこ

とである 。

賦課方式の問題点

　公的年金制度の運営方式と問題点については，既に多くの研究成果が存在する。賦課方式と積

立方式を比較した理論分析によれば，人口成長率と賃金成長率の和が利子率よりも大きい場合に
，

賦課方式の年金制度が積立方式の年金制度に比べて個人の厚生を増加させることがわかっている 。

　ところで，年金モデルで考えられる人口成長率とは，年金を受け取る人口と比較したときの保

険料を支払う人口の成長率を意味する。そのため，現在のように人口構造が変化し，高齢者の比

率が高まる場合には人口成長率がマイナスとなる。また，人口成長率の大きな変化は，年金から

得られる収益率の世代間格差を生じさせる 。

　このような状況をふまえて，近年では賦課方式の非効率が指摘され，積立方式への移行を分析

した研究が発表されている。そこで問題となるのが「二重の負担」の存在である。積↓方式へ移

行するにあたり ，現在の現役世代に保険料を積み立てさせるならは，これまで賦課方式のもとで

引退世代に保険料を所得移転として給付していた世代は，次の現役世代から給付を得られないこ

とになる。そこで，彼らの給付を誰が負担するかという問題が生じる。つまり ，保険料を払わず

に給付を受けた世代が存在するため，その負担を将来世代は自分の保険料と共に負わなければな

らない 。

本稿の視点

　上記のような理由から，現在の制度は事実上，賦課方式で運用されている。しかし，賦課方式

においても ，給付を下げて保険料の負担を抑制しようとするならば，積立方式への移行と本質的

には同じ効果を生じさせるのではないか。賦課方式で改革をする場合，高齢化が進むにつれて保

険料の負担を抑制することは，給付水準を引き下げることを余儀なくされる。そのため，同様の

水準を維持しようとするならば，代わりに私的な貯蓄を増やさなければならない。しかし，公的

年金の給付水準引き下けによっ て私的貯蓄や私的年金が増加するならは，公的年金の一部分を積

立方式へと移行させたことと同義であり「二重の負担」も同様に存在する。つまり ，賦課方式を

維持した上で公的年金の給付水準を引き下げることは，積立方式移行に伴う「二重の負担」を見

えない形で私的貯蓄に課しているにすぎない。また，１９９４年の年金改革では，将来の保険料増加

を抑制するために，早期に保険料の段階的引き上けを行うことで，積立金を確保することによっ

て世代間の公平を確保しようとしている。このことは，賦課方式を維持しているものの，現代世
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代に追加的な保険料を課すことで積立金を生じさせることを意味する。つまり ，賦課方式と積立

方式を併存させることであり ，「二重の負担」も当然発生する 。

　このように，積立方式への移行で「二重の負担」が発生してパレート最適にならないことは ，

この改革を否定する根拠とはなり得ない。現在のように賦課方式のもとで改革を行う場合にして

もパレート最適とはならず，積立方式への移行と同様の効果を生じさせることがわかる。このよ

うな視点から，本稿では積立方式への移行で生じる「二重の負担」が，各世代にどれだけの負担

を課すものであるか，シミュレーシ ョンを用いて計算している 。

シミュレーシ ョンモデル

　「二重の負担」の大きさを計測するにあたり ，年金モデルを以下のように仮定した。まず，賦

課方式から積止方式へ移行する過程を以下のように仮定する 。２０００年度より２０歳以上６４歳以下の

現役世代には積立方式の保険料を積み立ててもらう 。平均寿命を８０歳で一定と仮定したうえで ，

６５歳から８０歳までの給付を２０歳から６４歳までの定額税で積み立てるとする。そのため，２０００年以

降に２０歳に達する世代，つまり１９８０年生まれ以降の世代は，積立方式の年金給付を受けとること

になる 。

　しかし，２０００年時点で６５歳以上の世代は積立保険料をまっ たく払っていないため，賦課方式の

給付を現在と同様に行い，その負担は現役世代に今までと同様に課す。次に保険料を十分に積み

立てていない世代，つまり ，２０００年時点で２１歳から６４歳の世代は，６５歳になっても積立金が十分

に存在しないため給付額を減少させて世代ことに保険を成止させる。しかし，これでは生活をし

ていくためには十分でないために，これまでと同様に１ヶ月あたり２０万円の給付がもらえるよう

に， 不足分は賦課方式の給付で補いその負担を現役世代に負担してもらうことになる。つまり ，

この部分が「二重の負担」である。そのため，積立方式の保険を導入した当初は，積立方式の給

付金額も少ないために，賦課方式の給付総額が大きくなり ，積且方式の保険料とあわせた「二重

の負担」はかなり大きなものとなる。しかし，積立方式の導入から時間がたつにつれて，積止方

式の保険料を払っていない世代の人口は減少する。また，積立方式の積立を長い間行っている世

代が増えてくるため，賦課方式で補わなけれはならない金額は次第に減少することになる。最終

的に，積止方式の導入から４５年後に６５歳に達する世代は，積立方式の保険が完全に成立するため

賦課方式による補給は受けないことになる。彼らより年上の世代は，完全には保険が成立してい

ないものの，賦課方式による補給はわずかであり ，多額の補給を必要とする世代は人口が少なく

なっ ているはずである 。

分析結果

　以上のような年金モテルを想定した上で，積立方式移行時の１人あたり平均負担額の推移を計

算してみた。また，各世代の負担を比較するために，積立方式移行時の「二重の負担」を含めた

上での内部収益率を求めてみた。以上の分析によると ，市場利子率を１％と仮定したときでも内

部収益率は１％程度悪化するにとどまっ た。 利子率が３％以上であるならば，むしろ多くの世代

で収益率が改善される見通しである。このように，「二重の負担」は市場利子率が低い場合でも ，

それほど大きな負担にならないことが分かった。これまでの研究では，「二重の負担」の存在が
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改革を行う上での大きな問題であると考えられてきたが，本稿のシミュレーシ ョンで得られた測

定結果によると ，改革を行う上で「二重の負担」は大きな障害とならないことが分か った 。
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農業部門に見る「近代的成長 ・発展」の功罪

　　　　中国農村のケースから

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生田辺　哲

　何故「中国の農業問題」か

　まず，何故農業問題を扱うかについてであるが，農業部門と農民は，近代的成長 ・発展の過程

において重要な役割を果たしていくにも関わらず，次第にその経済全体における地位と比重を低

下させ，縮小させられていく 。その理由は本論の中で述べていきたいが，農業問題を扱う ，農

村・ 農民からの視点でものを見るということは，「弱者」や近代的成長 ・発展の過程で切り捨て

られた者の視点で見る，ということでもある。また，農業問題には，環境問題 ・食糧問題として

の側面がある。以上の理由から，農業問題を通して経済の理論 ・論理を見直したり ，新しい見方

を発見できるのではないか，と考えた次第である 。

　次に，「何故中国を取り上げるか」という問題についてであるが，これについては筆者は以下

の２つの理由を挙げたい 。

　理由の一つ目は，近代的成長 ・発展（以下特にことわらない限り ，この言葉を「資本主義的発

展」「資本主義市場経済化」と同義語として扱う）と ，その過程で生じる問題点を考えるためで

ある。理由の２つめは，中国がかつて社会主義体制を経験したことである 。

　本論では，中国の農業部門 ・農村のケースを取り上げることによっ て， 社会主義と近代的成

長・ 発展の両方が，農業部門 ・農村，農村住民，そして環境（本論では，農業の基盤たる土壌の

問題についてとりあげる）に強いてきた犠牲について論じ，何故そのようになっ てしまうのかに

ついても考察する 。

　その上で，従来の経済成長 ・発展とは違う ，より「持続可能性のある」発展の理論を構築する

ためにはどうすればよいか，という問題提起をしたい 。

章栂成

　第一章では，社会主義的集団化と ，それが中国の農業へ与えた影響について考察する。前半の

第一節で，社会主義的集団化の理論が元々どのようなものであ ったかを紹介，解説する。「土地

の私的所有は小農を没落させた上にいずれ破綻するしかなく ，農民（大土地所有者を除く）を救

済するには，土地所有と農業経営を社会化 ・協同組合化するしかない」というのが，社会王義者

の農業に対する考え方であ った。そのように主張する一方で，あくまでも農民の意志を尊重し ，

強制による収奪はすべきでない，ともした 。

　しかしながら現実の社会主義国では，資本主義国以上に強制的で苛酷な農民搾取，農民 ・農村

住民犠牲の経済運営が行なわれてきた。もちろん，中国も例外ではない 。

　第二節では，それが，１９８０年代以前の中国の農村において，どのように実現され，どのような

影響を与えたかについて述べる。まず社会主義的集団化の過程について解説する。その次に「何

故， このような急進的かつ強制的な集団化が行なわれたか」という背景について考察するととも

に， それを支えた制度的基礎（中国の場合は「人民公社体制」と「戸籍制度」）とそれが果たし
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た役割について触れる 。

　第一章の最後には，集団化がもたらした経済的効果と失敗の原因，及び意味 ・意義について述

べる 。

　第二章では，「近代的成長 ・発展」と ，それが中国の農業へと与えた影響，及びその意義 ・意

味について考察する。第一章と同じく ，前半の第一節で，一般的な近代的成長 ・発展の理論を紹

介・ 解説する。第二節で，それが中国の農村 ・農民に実際に与えた影響と ，その意味 ・意義，及

び何故そのようになるのかについて言及したい 。

　第一節ではまず，鼓も一般的な開発経済学の理論（「閉鎖経済」を則提とした「二重経済論」）

の概要について大まかな説明を行なう 。それとともにこの「近代的成長 ・発展」の理論が，「労

働力をどのように位置付けているのか」，「何故農業部門から非農業部門への労働力移動を起こす

のか」という点について考察する。第一節の最後には「近代的成長 ・発展」の過程において，農

業部門が縮小されていく経済的な理由について説明する。以上の解説 ・考察によっ て， 「近代的

成長 ・発展」の開発理論が，農業部門及び農民 ・農村住民に対して犠牲 ・負担を強いるという側

面があることを明らかにしたい 。

　第二節において，「農村改革」以後の中国において，実際に「近代的成長 ・発展」がどのよう

に進行したかを見る。第二節の最初で，「農村改革」の過程と特徴，及び経過を見る。しかしな

がら，農業生産の増加などの一方で，「農民 ・農村住民の相対的貧困化」や「過剰労働力」とい

った深刻な問題が発生しており ，しかもそれが「近代的成長 ・発展」ゆえに発生 ・深刻化してい

るということを，第一節の議論も踏まえた上で明らかにする 。

　第三章では，いささか経済学固有の理論の範囲毒から外れるかもしれないが，農業の環境問題 ・

食糧問題としての側面に着目して議論を試みる 。

　第一節では，まず「元来，農業とはどのようなものであ ったか」について触れる。それを踏ま

えた上で，資本主義市場経済メカニズムにおける「農業の近代化」が，「持続可能性」の面から

見て問題を引き起こしうるものだということを，明らかにした。換言すればそれは，「経済の論

理」と「生命系 ・環境の論理」との矛盾でもある。より具体的には，「近代的農法」における機

械化 ・化学化 ・単作化（経済理論で言えば，「土地や労働力などその供給に生来的な制約のある

“本源的な要素”を，資本と技術進歩に代替していく」ことである）が，土壌を酷使し，荒廃へ

と追い込んでいるのである。これは農業の「持続可能性」という観点からすれば，大いに問題が

ある 。

　この節の最後には，「持続可能性」という観点から，農業はどうあるべきかを論じる。しかし

一方で，「持続可能な農業」が「近代的農法」に対し，利潤率の増加に直接的に結びつかないも

のに多くの投資をしなければならないので，経済的コストがかかるということ ，つまり ，現在の

市場経済メカニズムの論理と両立しにくいがゆえに，その実現にはまだまだ難しいものがある ，

ということも言 っておく 。

　第二節では，「近代的成長 ・発展」の過程が進むにつれて，農地の減少などの問題が深刻化し

ているという状況について少しだけ触れる 。

　共和国成立から８０年代頃までの中国では，「近代的農法」を普及させられるだけの工業的 ・文

化的基盤がなかったという事情もあ って，役畜などを使った自然環境にマッ チした農法が行なわ
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れてきた。それでいて，全体的にほほ右上がりの食糧生産の伸びを維持し続けることに成功して

きたのである 。

　しかし８０年代から事情が変わり始める。人口の増加，急速な経済成長によっ て食糧需要が急増

し， より生産性を上げるために，「近代的農法」をどこまで取り入れていくかどうかが問題にな

っている。また，農地の荒廃や農外転用によっ て， 耕地面積が減少し続け，農業生産の低下につ

ながりかねないと，懸念されている。しかもそれらの問題が，市場経済化ゆえに発生していると

いうこと ，今後の中国はより一層「近代化」「市場経済化」の方向を目指すと考えられること ，

及ぴ環境破壊なとの「市場の失敗」の抑制力となりうる「市民の権利意識や運動」がまだ絶望的

なほど弱いことなどの理由から，筆者の予想が，ｒ今後ますます深刻化の一途をたどる」という

悲観論に傾きがちであることも ，節の最後で述べておく 。

　以上，経済的側面と ，環境 ・食糧問題としての側面から中国の農業問題，及ぴ「近代的成長 ・

発展」における農業問題を考察したのを受けて，終章の「持続的可能な農業，経済成長 ・発展と

は何か」という問題提起につなげる 。

　終章では「経済成長 ・発展のあり方を規定してきたものは何か」という疑問を考える。それは

「そもそも何のため，誰のための経済成長 ・発展をするか」とか「何に価値を求めるか」などと

いう ，経済学の根本にも関わる問題である 。

　この視点で，「近代的成長 ・発展」，つまり資本主義市場経済の理論について考察すると ，その

根本には「最小限の経済的コストで経済的利潤の最大化を図る」という資本主義市場メカニズム

の論理（もっと端的な言い方をすれば，企業の営利活動の論理）がある。それと同時にｒとにか

く利潤を増やし，それによっ て国力を強化する」という「国家中心の論理」も存在する。現代に

おいては，それらを全面的に否定するわけにはいかないのかもしれない。しかしそのままだと ，

「経済成長 ・発展のため（経済的利潤を増やすため）には，農民など弱者の犠牲も環境の持続性

を損なうこともやむをえない」ということになっ てしまう 。

　「それでもかまわない」とか「結局はそれしかない」というのならともかく ，「経済的利潤を少

し減らすことになっ たとしても，人間発達や環境の維持を重視していきたい」と考えるのなら ，

従来の「近代的（資本主義市場経済的）成長 ・発展」とはまた違った成長 ・発展の方式を選択す

る余地，あるいは必要性が出てくるのではないか 。

　そうなると経済学では，従来の「近代的成長 ・発展」とは別の成長 ・発展のあり方を，理論化

する必要が出てくるが，その作業は今後の課題とするということで，本論を締めくくる 。
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日米の外国税額控除制度の変遷

　　　　控除限度額計算を中心に

　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生林　智津子

はじめに

第１章　我が国の外国税額控除制度の変遷と概要

第２章　我が国の外国税額控除制度の問題占一１９８８年の抜本的大改正で不十分だ った占

第３章　アメリカの外国税額控除制度の変遷と概要

第４章　控除限度額計算方式の検討一日米比較 ・国別限度額計算への移行を検討

おわりに

　我が国は，国際的二重課税を排除する方法として，資本輸出の中立性が確保される観点から ，

外国税額控除制度を採用している。外国税額控除制度は，通常は国外源泉所得に居住地国の実効

税率を乗じて計算した税額を限度として外国税額の控除を認めている。すなわち，外国での納税

額が外国税額控除を下回っている場合は，全世界所得に対する我が国での算出法人税額と常に一

致することになる。他方，外国での実効税率が我が国における実効税率が上回 っている場合は ，

その上回 った分だけ納税者の負担が増大することになるが，外国税額控除制度は，この場合にお

ける資本輸出の中立性まで保証するものではないと考えられている 。

　控除限度の計算は，国別限度額方式，一括限度額方式等の種類があり ，どの方式を選択するか

は， 各国がとの程度中立性を重視するかという政策的 ・財務的判断により異なっ てくる 。

　我が国の外国税額控除制度は，１９６２年に企業の海外事業活動の振興という政策目的の下で整備

されてきたものである。我が国の外国税額控除制度は，納税，執行の簡便さを考慮し，全世界所

得に対する我が国の算出法人税額に，全世界所得に占めるすべての外国での国外所得の割合を乗

じて計算し，控除対象となる外国税のすべてをこの限度額の範囲で控除するという ，純枠な一括

限度額方式を採用しており ，「控除余裕額」と「控除限度超過額」について５年間繰越を認めて

いたことに見られるように寛大な制度であり ，納税者に有利な制度であ った 。

　しかし，制度創設から３５年を経るうちに企業の海外進出は当然のこととなり ，外国税額控除の

金額は増大してきている。また，我が国の制度が寛大なことから大手商社等の大企業が我が国に

納める法人税がゼロという問題が生じた。これは¢外国法人税の範囲が拡大解釈され，濫用され

ている恐れがあること ，　国外所得の算定が企業の活動実態を必ずしも反映されず，国外所得の

金額が極端に高くなっ てしまい控除限度額が不当に拡大される。　一括限度額方式は，日本より

高い国の外国税まで日本で控除されるために，本来の趣旨を超える控除が行われるほか，企業が

控除余裕枠を創出するための投資行動をとる誘因となる（彼我流用問題）。 制度本来の趣旨を超

えた控除が行われ，我が国に納められるはずの税が海外に流出し，国家財政の空洞化という問題

が起こっ ているのである 。

　このような問題を解決するために，国際的二重課税の排除という本来の趣旨に沿って ，１９８８年

に抜本的な改正がなされた。この改正の内容は，控除枠の彼我流用問題や所得の内外区分に関わ

る問題を是正するために，Ｏ局率負担分（５０％超）を控除対象外国法人税から除外，　非課税所
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得の２分の１（１９９２年の改正で３分の２）を控除限度額計算上から除外，　国外所得の割合を全

世界の９０％に制限，　控除枠の繰越期問を３年に短縮することであ った。この改正は，一括限度

額方式を基本的には維持しており ，入口の段階での局率な部分と非課税の一部分を除外すること

により ，税率の平均化による企業の租税回避行為の防止を図ったものであ ったが，彼我流用問題

は根本的には解消されなかった。彼我流用問題は，一括限度額方式を採用している限り残る問題

であると考えられる。彼我流用問題を根本的に改正するためには，アメリカのバスケ ット方式か

国別限度額方式のどちらかへの移行が必要となる 。

　アメリカの控除限度額計算方式では現在バスケ ット方式が採用されている。しかし，アメリカ

の控除限度額計算方式は試行錯誤が繰り返されており ，近年一括限度額方式を維持しつつ，特定

の所得項目において別枠管理が付け加えられる等，彼我流用問題の対策がとられてきた 。１９８６年

の税制改正では，当初財務省案や大統領案では，彼我流用問題による税収犠牲と資本の流出を阻

止するため国別限度額方式の採用が提案されていたが，事務負担が増大する等の理由による産業

界の反対により実現されなか った。結局，彼我流用問題に対処するためにバスケ ットを新たに増

やして限度額計算するバスケ ット方式が採用された。この方式は，高税率や低税率の所得を別の

バスケ ットに分類して，バスケ ット別に控除限度額を計算することにより彼我流用問題を解決し

ようというものであ った。しかし，バスケ ット内（特にその他の所得）においては彼我流用問題

が残っていると同時に一括限度額方式の利点である簡便さはすでに失われているといっ た問題が

ある 。

　これに対し国別限度額方式は，各源泉地国とごとに限度額を計算するため，彼我流用問題が根

本的に解決することができる方法であり ，また，国際的二重課税の排除が国別によりよく行われ

る。 国別限度額方式の問題点は，企業にとっ て計算が複雑で手数のかかるものとなるが，¢事務

処理のコンピューター 化， 　外国税額控除の利用は大部分は大企業であり ，大企業ほど事務処理

能力は高いと考えられること ，　カナダ，ドイツでは国別限度額方式を採用していることなどか

ら， 国別限度額方式への移行は可能であると考えられる 。

　国別限度額方式を企業の立場でみた場合は，高税率国へ進出した場合，控除限度超過額を低税

率国の控除余裕額で相殺することができないため，我が国の実効税率より高い部分は外国税額控

除されず，企業の負担となる。しかし，企業の国際競争力が増し，企業の海外進出が当たり前と

なっ ていると考えられる今日においては，控除枠を創出するために海外へ投資するという彼我流

用問題が生じる一括限度額方式を維持し続けると，我が国国内と海外投資のバランスが保たれず ，

海外投資がさらに促進されるといっ た問題が発生すると考えられる。そして，彼我流用問題が発

生するといっ た状況は，本来なら我が国に納められる税金が海外に流出するということであり ，

我が国の国家財政を犠牲にしてまで，一括限度額方式を利用した海外投資を促進する必要はない

ように思われる 。

　このような状況のもとでは，一括限度額方式から国別限度額方式への移行を検討する必要があ

るのではないかと考える 。
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有価証券キャピタル ・ゲイン課税の検討

　　　　総合課税の再構築を目指して

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課税前期課程２回生原　琴恵

　有価証券キャピタル ・ゲイン（以下ＣＧ）は，今日の経済における致富の基本源泉の一つであ

る。 それは一般に保有有価証券の増価ないし値上がり益のことを指し，包括的所得税の考え方に

基づけは所得　純資産増であり課税されるものである。しかもそれは売却するか否かに関わらず

発生するため，厳密には未実現ＣＧへの課税が要請される。このようなＣＧについて，今日 ，

株式が高額所得者に多く保有される傾向にあることから，所得分配の公平のため総合課税が必要

とされている。しかし，一方では，金融商品の代替性，また金融市場の情報化 ・ホーダレス化に

より ，ＣＧと資産性所得あるいは海外投資所得との中立的な課税が求められている。このような

課税における垂直的公平，中立性あるいは資金逃避の観点から，今後のＣＧ課税について以下

に検討する 。

　第一章の『戦後のＣＧ課税の経緯』では，シャウプ税制におけるＣＧの扱いと抜本的税制改

革によるＣＧ課税導入の背景等を検討している。わが国ではシャウプ税制により ，包括的所得

税に基づくＣＧの全額算入，キャピタル ・ロス（以下ＣＬ）の全額控除による総合課税が採用さ

れたが，捕捉体制の不備，また当時の資本蓄積政策の遂行により ，僅か３年で廃止に至ったとい

う経緯がある。その後，原則的にＣＧは非課税とされていたが，所得税における不公平税制の

象徴として注目されるようになり ，また問接税を導入する前提としての所得税是正策として，抜

本的税制改革により再び課税されることとなっ た。 この時，課税方式として総合課税が望まれて

いたが，証券市場に与える影響や納税者番号制の問題，他の資産性所得との中立性の観点から検

討された結呆，最終的に申告分離 ・源泉分離選択方式が採用されるに至 った。しかし，これは暫

定的 ・経過的な措置であることから，総合課税化に向けての検討が必要とされている 。

　第二章の『証券市場の現状と総合課税の再検訂』では，現在の株式保有の状況と ，そのもとで

の現行ＣＧ課税制度の問題点について検討している。まず，現行のＣＧ課税では納税者による

申告分離課税と源泉分離課税の選択適用を認めており ，２０％の税率で課税している。ただし，後

者の場合には売却代金の５．２５％をＣＧとみなして課税しており ，売却代金の僅か１ ．０５％による

税負担となっ ている。しかし，その場合には，申告分離課税がＣＬの控除を認めているのに対し ，

源泉分離課税では認められず，また実質的にＣＧがない場合にも課税されるため，所得税の基

本構造と矛盾する。ただし，取引毎にＣＧあるいはＣＬの金額によっ て課税方式を選択できるた

め， 納税者に有利な課税制度となっ ている。そのためＣＧは限界税率で課税される所得に比べ

課税上優遇されており ，水平的不公平を生み出している。しかも株式保有の状況から，ＣＧが高

額所得者に多く獲得されているため垂直的公平を著しく阻害している。このように，現在のＣＧ

課税が高額所得者への富の増殖 ・偏在を招く恐れがあることから，公平 ・公正の観点から総合課

税化が求められている 。

　第三章の『ＣＧ課税と中立性原則』では，ＣＧと他の資産性所得に対して中立的な課税を行う

ために，総合課税と分離課税のどちらを採用すべきかを検討している。ＣＧの総合課税化が求め

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６０）
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られている一方で他の金融商品への資金シフトを誘発する恐れがあることから，利子所得と同様

に分離課税の採用を支持する見解があり ，その検討が必要とされている。しかし，この分離課税

論は概ね包括的所得税に反対している支出税 ・最適課税論の立場から主張されていることから
，

課税べ一ス選択の問題となっ ている。まず，支出税は包括的所得税における「貯蓄の二重課税」

に反対し，最適課税論は課税における効率を重視し代替効果に対する死重損失を最小限にするた

めに，ＣＧの低率分離課税を求めている。しかし，前者は実行可能性という観点から未知の要素

が多く現実に採用するのは困難であり ，最適課税論においても伝統的な勤労所得軽課 ・資産所得

重課とする垂直的公平に真っ向から対立することから望ましくない。したがって，今後も課税べ

一スとして包括的所得税を採用し，ＣＧ課税改革も総合課税を則提に検討する 。

　第四章の『ＣＧ課税の総合課税化に伴う諸問題』では，ＣＧの総合課税化において，資産性所

得と中立的に課税する方法を検討する。まず第一に，私子所得等の分離課税を廃止し，ＣＧと他

の資産性所得を同時に総合課税することが求められる。その場合の金融機関等の事務負担を緩和

する措置として，一定金額の資産性所得の非課税措置や，前納としての源泉徴収制度を採用する

ことが求められる。第二に，包括的所得税では所得の発生時課税が原則であることから，他の所

得と同様に発生ＣＧの課税　未実現課税を採用する必要がある。しかし，現実には評価や資産

の流動化のため困難であり ，代替税としての富裕税も膨大な取引量や短期保有化等により税制を

複雑にすることから，今後も実現時に課税する方法を採用する。第三に，ＣＧの実現時課税によ

り生じる課税延期の利益に対する課税が必要である。その方法として，有価証券の売却時にＣＧ

課税と同時に延納に対する「利子税」を納付する。この場合には，長期ＣＧほど税負担が重く

なり投資抑制的になるが，中立性を重視する限り利子税による調整が必要と思われる。第四に ，

ＣＧが長期にわたり累積的に発生するために生じるインフレ利得については，消費者物価指数に

より取得価格を修正する方法を採用する。ただし，インフレ率が著しい場合には他の資産性所得

にも資産再評価法を採用することが望ましい。第五に，累進税率で課税するために生じるバンチ

ンク対策として，ＣＧを実際の保有期問で按分するＮ分のＮ乗方式を採用する。第六の論点と

して，ＣＧ課税の最大の問題といわれている凍結効果がある。この凍結効果のため有価証券の流

動化が低下することから，証券業界等から非課税又は優遇課税が王張されてきた。しかし，ＣＧ

にのみ優遇措置等を設けることは資産選択の中立性を阻害するためその必要はない。したがって ，

ＣＧ課税による凍結効果対策として上記の利子税の導入が求められる。ただし，それは有価証券

が売却されない限り課税できないので，利子税を補完するため有価証券の保有者が死亡した時点

でＣＧが実現したとみなし課税する「譲渡益の死亡時課税」の併用が望ましい。ただし，今日

この凍結効果が過大に評価されているという見解が一部で主張されていることにも考慮が要る
。

第七に，本来ＣＬについてはＣＧのみならず全額控除を認める必要があるが，利子等必要経費の

控除が認められていない資産性所得等との課税上のハランスを考慮し，また全額控除は節税に利

用され高額所得者ほど有利にする可能性が高いことから，ＣＧからの全額控除と翌年以降への繰

越という制限付き控除に止めておく必要がある。以上のような措置により ，ＣＧと資産性所得を

中立的に課税することができると思われる 。

　第五章の『ＣＧの総合課税化と資金逃避』では，ＣＧ ・資産性所得の総合課税化が資金逃避を

発生させると指摘されていることに対して，その要因 ・対策について検討する。まず，わが国で
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は居住地原則を採用しているため，ＣＧ等の総合課税化による海外への資金逃避は理論上発生し

ないはずである。しかし，居住地原則は納税者の正確な申告がなけれは厳密に機能しないという

欠陥があり ，それを利用した租税回避のための資金逃避が発生する可能性がある。このような資

金逃避を防く方法は，世界共通の税制を樹立することであるが現段階では不可能である。したが

って，海外への逃避資金による所得を捕捉 ・課税することによっ て資金シフトを防ぐ必要がある 。

しかし，それは海外の金融機関による利子所得等の支払調書の提出が則提であり現段階では困難

である。したがって，海外所得を直接捕捉するのではなく ，その元金の動きを把握することで問

接的に捕捉し課税する方法を検討する必要がある。その方法として，日本の金融機関等に対して

一定額を超える資金の預入 ・引出 ・振込があ った場合に，情報申告書を課税局に提出することを

義務づけ，一方，納税者にも納税申告書を提出することを義務づける方法を採用する。この両申

告書の提出，マソ チングにより海外投資所得を捕捉し課税するのである。実際，現在アメリカで

は情報申告書を採用しており ，大蔵省も金融規制緩和による租税回避を目的とした資金シフトの

発生を防くため，１００万円以上の資金を送金する場合には税務署への報告義務を課すという方針

を立てている等，実施の可能性がある。ただし，この場合には，当然納税者番号制の導入が則提

となっ ている。番号制については，これまでコスト ，プライハシー問題，国民の理解が不十分で

あることを理由に先送りされてきたという経緯があるが，今日 ，番号制のシステムの管理 ・維持

のための費用を除いて莫大なコストはかからないだろうし，プライバシー問題についても番号制

の使途制限等，法律で規制することで防止できる。したがって，資金逃避を防ぐためにも番号制

の導入は不可欠であり ，情報申告書とともに早急な導入が望まれる。ただし，この方法において

も一定基準額以下の金額による送金等により捕捉を免れようとする誘因が発生する恐れがあるこ

とから，将来的には，各国の課税局との協力により捕捉体制を整備する必要がある・一方，ＣＧ

の総合課税化が非居住者の資金逃避に影響を及ぼすかについては，現行の非居住者に対する国内

税法又は租税条約を変更しない限り ，発生しないと思われる 。

　このように，垂直的公平による総合課税化が金融商品問での中立的課税を阻害し，また海外へ

の資金シフトを及ぼす可能性があることから，ＣＧの総合課税化はこれまで先送りされてきたが，

現在はその心配は薄く ，早急な改善が望まれる 。

〔主要参考文献〕

秋山義則「アメリカのキャピタル　ゲイン課税をめくる論争と租税政策」『経済学論集』（中央大学）第２７

　　巻第４号

石弘光「今後の税制改革論議に望む　利子 ・有価証券譲渡益課税をめぐっ て」』資本市場』８５１９９２年９

　　月Ｐ２６～３３）

　同　 「利子　株式譲渡益課税論」日本経済新聞社　１９９３年１１月

　同　 「わが国における資産所得課税の実態」社団法人日本経済研究センター（研究報告Ｎｏ． ７２１９９０

　　５）

泉美之松「納税者番号制とキャピタル ・ゲイン」『租税通信』４３巻１２号　
１９８８年

岩田規久夫ｒ資産課税の見直し」『税経通信』ｖｏ１．４９Ｎｏ． １４

今西芳治「株式のキャピタル ・ゲイン総合課税論」『税経通信』４４（１ａ１９８９年１２月

奥村広「企業買収一Ｍ＆Ａの時代一」岩波書店　１９９０年

小西砂千夫「有価証券のキャピタル ・ゲインの課税方法について」『租税研究』４７０号　
１９８８年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６２）



学位論文審査報告 １６３

貝塚啓明「資産課税の現状と問題」『日本財政学会年報』１９８９．１９９０年

　同　　「キ ャピタル ・ゲイン課税を論評する」『税経通信』　１９８８年５月

金子広「キャピタル ・ゲイン課税の改革」『総合研究開発機構』「長期的な税制改革のあり方に関する研

　　究」所収　１９８６年

　同　「所得税とキャピタル ・ゲイン」租税法学会『租税法研究第３号』「租税法」第４版　１９９２年

　同　「所得課税の研究」有斐閣

佐和良作「日本のビ ッグバン」ダイヤモンド杜　１９９７年６月

Ｊ． Ａ． ペッ クマン著，石弘光／馬場義久訳「税制改革の理論と現実」東洋経済新聞社

漆畑春彦「グローバル時代の証券市場および税制改革」『投資月報』　１９９６年１月号

神野直彦「資産税改革の論点」『税務通信』Ｖｏ１５０Ｎｏ１１

園田成晃 ・大庫雄一郎「わが国証券税制の在り方について」『投資月報』　１９９６年８月

新美一正「わが国有価証券税制の改革にむけて」『証券投資信託月報』４３４　１９９６年１１月

富岡幸雄「税制改革の論点（その５）」『税制通信』４３．２

　同　　「不公正を拡大したキャピタル ・ゲイン課税改革　新たな欠陥を創出した証券税制の問題点」

　　『商学論集』３４（２／３）１９９３年１月

　同　　「混迷したキャピタル ・ゲイン税制改革の国会審議　不公正を拡大する政府改革案と小手先の国

　　会修正」『商学論集』３４（１）１９９２年１２月

　同　　「キャピタル ・ゲイン税制の欠陥と再改革課題　巨大な杜会的不公正の実態と混迷した税制改革

　　の真相」『商学論集』３３（６）１９９２年８月

富永秀和著「世界各国の証券税制」　１９９７年

日本租税理論学会編ｒキャピタル ・ゲイン課程」谷決問房　１９９３年所収

野口悠紀雄「キャピタル ・ゲイン課程と課題」『税系通信』４３巻７号　１９８８年

　同　　　「キャピタル ・ゲイン課程の問題点」『企業会計』４０巻７号　１９８８年

　同　　　「金融資産課程の適正化のために」『税制通信』１７（１０　１９９２年

八田達夫「純正キャピタル ・ゲイン課程の源泉分離課程論」『税経通信』１９８８年７月号

　同　　「有価証券譲渡課程のメリット」『エコノミスト』１９８８年８月９日号

　同　　「やはり消費税はいらない」東洋経済新聞社　１９９４年１２月

平石雄一郎「キャピタル ・ゲイン課程の方法」『税経通信』４３（１ａ１９８８年

藤田晴「不公平税制は是正できるか一有価証券譲渡課程」『税務広報』

　同　「キャピタル ・ゲイン税制の再検討」『税務広報』税務広報３９（４）

　同　「所得税の基礎理論」中央経済新聞社　１９９２年１１月

本問正明「キャピタル ・ゲイン課程は可能か」『税務広報』３６巻４号　１９８８年

丸淳子「キャピタル ・ゲイン課程の推移と日本の証券市場の特徴」『わが国における資産所得課程の実態』

　　社団法人日本経済研究センター（研究報告Ｎｏ． ７２　１９９０．５）

水口弘一「キャピタル ・ゲイン課程と資本市場」『租税研究』４６３１９８８年５月

水野正一「望まれる納税者番号制度の早期導入」『税務広報』　１９９５年４月

水野忠恒「資産課程の理論と課題」税務経理協会　１９９５年１１月

宮島洋「マル優，キャピタル ・ゲインの問題」『税経通信』　１９８６年７月

　同　「証券税制の現状と課題国際的枠組みを中心に」『資本市場』７７　１９９２年

　同　「税制の国際化に関する一考察一国際的金融 ・証券取引中心に一」『金融』　１９９７年７月

　同　「租税論の展開と日本の税制」日本評論社　１９８６年９月

宮武敏夫「国際租税法」有斐閣　１９９３年３月

山本守之「キャピタル ・ゲインの課程方法」『税制通信』４３（１２　１９８８年

吉牟田勲「キャピタル ・ゲイン課程の沿革と背景」『租税通信』４３巻１２号　１９８８年

横田信武「アメリカのキャピタル ・ゲイン課程」『早稲田商学』　早稲田商学同友会
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米沢康博「わが国における株式キャピタル ・ゲイン課程がもたらす凍結効果の推定」『わが国における資

　　産所得課程の実態』社団法人日本経済研究センター（研究報告Ｎｏ． ７２１９９０．５）

米田耕一郎「ドイッにおける利子源泉徴収制度の導入について」［地方税』４３巻１２号「シャウプ使節団日

　　本税制報告書」「財政金融統計月報」４３３，４４５，４８１，５０４号

「株式分布状況調査」全国証券取引所　平成８年度

「国税庁統計年報書」国税庁　平成１年度から平成７年度

「所得税法規集」中央経済社　１９９７年６月
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外資導入と中国の対外債務間題

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生黄 駿

　本論文は，中国の１９７９年の改革開放政策以降の外資導入と対外債務状況との関係を分析するこ

とを目的としている。論文では，中国の対外借款が経済成長に果たした役割，及びその問題点を

整理し，債務返済の可能性を含めたこれから対外債務の課題について検討する。この考察は，中

国経済の発展方向と今後解決していかなけれはならない課題についての研究であり ，さらに対外

債務が開発途上国経済にとのような負担を与えているかという角度からの分析である。したが っ

て， 本論文の対象としている課題は，中国経済のみの問題ではなく ，多くの開発途上国の抱えて

いる問題でもある 。

　開発途上国の対外債務については，開発途上副則の問題と国際経済環境の問題の両側面からの

分析を必要とする。累積債務の拡大を抑制し，経済安定を達成するには，開発途上国の王体的力

量が問題である。本論文は中国の対外債務を国内問題の視占から分析する 。

　対外債務の範囲壽について，国際機関の定義と中国政府の規定に一致していない部分があり ，両

者によっ て公表されている中国関係債務の統計データーは必ずしも一致していない。本論文は ，

データーの整合性を考慮した上，中国対外債務の国際的比較，及びその使途など中国対外債務の

実態を把握するために，双方の統計データーから分析する 。

　本論文の構成は，第１章，問題視角，第２章，外資導入と中国対外債務の拡大，第３章，中国

対外債務の問題点，第４章，外資導入と中国対外債務の課題，となっ ている 。

　第１章では，改革 ・開放後，外資導入の拡大とともに急激に膨らんでいる中国対外債務の変化

を概観する。その内容は世銀による債務国の分類法と債務関係指標を用いている。中国対外債務

返済の歴史，１９８０年代の債務危機における開発途上国の経験，１９９７年夏以来の東南アジアの通

貨・ 金融危機の諸状況などは，中国の経済発展に対外債務という重要な問題を抱えていることを

提示している。更に，中国対外債務の構成と管理面には多くの問題があり ，拡大傾向にある対外

資金需要は対外債務を更に膨らませることになる。本章は，中国の対外債務をその外貨獲得能力

の変化，財政赤字，及び地域間経済的 ・社会的格差などの問題と関運して，中国経済成長の阻害

要因となる危険性もあることを明らかにした 。

　第２章は，中国の対外債務を外国政府借款，国際機関借款と外国民間銀行の貸付に限って，そ

の概況と特徴を分析する。外国政府借款は，日本政府借款とその他の外国政府による資金協力を

分けて整理する。日本政府借款はＯＤＡ，黒字還流と資源開発ローンごとに考察する。それによ

って，日本政府借款及び外国政府借款全般の使途を明らかにする。国際機関借款については，国

際機関援助の全体像を把握し，世銀のＩＢＲＤとＩＤＡ，アジア開発銀行による援助の特徴をむす

び， 中国のインフラ整備，農業 ・農村開発及び教育振興に果たした役割を分析する。外国民間銀

行の貸付は，世銀と中国の公表値に大きな開きがあり ，その部分については双方のデーターで示

されている傾向的特徴の分析にとどまる。さらに本章は中国向けシンジケートローンの変化と使

途に重点を置き ，その特徴を明らかにする 。
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　第３章は，債務の構成，債務の管理と借入の使途という三つの側面から対外債務の問題点を分

析する。債務の構成においては，民間信用のウェートが非常に高いこと，対外債務の通貨構成に

日本円の割合が高いこと ，返済期間及び金利などの問題がある。債務の管理については，管理機

構， 管理機能と返済基金の面に多くの問題が取り残されている。対外借入の使途については，借

款の有効利用として，遊休資金を短期金融市場で資金回転を行っていない問題や，外貨獲得能力

の拡大への投下，対外借入の経済的 ・社会的格差の縮小に寄与していないなどの問題点を明らか

にした 。

　第４章は，中国の外資導入と対外借入を展望し，その課題について検討する。中国の外資導入

と対外借款は，国内における対外資金需要の拡大要求と他方で直接投資，借入ルートごとに資金

調達が限界に達しているという二面性を持っている。従って，今後の対外借入は借款を最大限に

有効利用し，債務に対する管理を改善しなけれぱならないのである。また，中国の対外債務問題

を改善するためには，財政赤字を削減し，地域間経済的 ・社会的格差を縮小するなどマクロ経済

面の課題もある。更に，中国の高い貯蓄率からすれは，いかに自ら資本形成し，対外資金依存を

小さくするかの課題もある 。

　論文は，中国の経済発展と債務返済に関連して，国際経済環境の変動，特にアメリカの資本移

動， 日本の景気変動，為替相場など国際金融市場の変化，東南アジアの金融 ・通貨危機の影響 ，

などの分析は行われていない。これらの課題は今後の研究の中で明らかにしていきたい 。
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呂振「１９９１年我国利用外国政府借款穏歩発展」＜中国対外経済貿易年鑑〉　１９９２年版

『日中経済交流の現状と課題１９９６』日中経済協会　１９９７年６月
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外資導入と中国自動車産業の再編

　　　　多国籍自動車企業の進出と関連して

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生影　突漫

　本論文は改革 ・開放以来の中国自動車産業の再編に関する一考察である。論文は，中国自動車

産業再編の展開と自動車産業政策の問題点なとの整理を通じて，中国自動車産業の対外依存が深

刻になりつつあることを明らかにし，国民経済の基幹産業としての中国自動車産業の課題につい

て検討する。さらに，本稿は中国自動車産業の発展方向およぴ外資導入と中国の経済成長及ぴ自

立的国民経済の形成との関係についても分析する。従って，本論文が取り上げている問題は，中

国自動車産業発展の課題だけではなく ，外資導入で経済成長を促進しようとしている中国経済の

発展についての新たな方向性を提起しようとするものである 。

　本論文の構成は，１）問題視角，２）外資導入と中国自動車産業の再編，３）中国自動車産業

発展の問題点，４）中国自動車産業発展の意義と課題である 。

　開発途上国にとっ て， その国際的経済関係に現れている先進諸国への依存を共存関係に転換し

なけれぱならないことは経済発展の重要課題となっ ている。先進諸国との共存関係を築き上げる

ためには，自立的な国民経済の形成が必要であり ，自立的な基幹産業を確立することが必要であ

る。 それは開発途上国の持続可能な安定成長の達成と維持にも重要な意義をもっ ている。中国は

自動車産業を国民経済の基幹産業として育成しようとしている故に，自立的な自動車産業を形

成・ 確立しなけれはならない。論文の第１は，外資導入の下で展開している中国自動車産業再編

の諸特徴を整理し，自立的な自動車産業の確立が困難になっ ている要因を明らかにする 。

　第２では，改革 ・開放までの中国自動車生産の歴史と状況を概観し，中国が外資導入で自動車

産業の発展をはかることの背景を回顧する。改革開放以来の中国自動車産業の再編については ，

統計データーと外資導入，多国籍自動車企業による直接投資の変化から，第八次五カ年計画期開

始前とその後に分けて考察する。論文は，改革 ・開放以降，中国自動車産業の投資，生産概況 ，

代表的な外資導入，多国籍自動車企業の直接投資プロジェクトを整理し，中国自動車産業再編の

特徴を分析することで，自動車産業の対外依存，特に多国籍自動車企業への依存の形成と深化を

明らかにする 。

　第３では中国自動車産業発展の問題点を産業政策と関連で明らかにする。中国自動車産業政策

は生産規模の拡大と部晶生産の国産化に重点をおき，自動車産業の再編もそれを巡って展開して

いる。しかし，生産規模の拡大は，中国自動車市場の規模とその特殊性，エネルギ ー， 鉄鋼，ゴ

ムなどの生産財 ・中間財の生産能力，道路交通，都市計画及び環境面の問題などに制約されてい

る。 更に，中国自動車産業の余剰人員，非効率的な生産 ・経営方式，余剰生産能力などの状況か

らすると ，生産規模の拡大のみを追求することは「規模の利益」をすることにはならない。中国

の国有企業は部品生産の輸入代替に偏り ，技術の蓄積や独自の技術改革のための努力は不十分な

状況にある。多国籍自動車企業の技術独占，技術支配に遭遇し，ペナルティ ・コストなどが課さ

れており ，国産化率（独自開発）を高めることは困難になっ ている。また，国産化の推進は重複

導入，重要部品の国産化が実現できないこと，国産化水準を向上させるためには更に外資導入を
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拡大しなければならない，などの問題もある。論文はそれらの問題を分析することで，自動車産

業の再編によっ て進まれている生産規模の拡大と国産化が，多国籍自動車企業の市場戦略，生産

システムに対応するものであり ，中国自動車産業の対外依存を更に深刻化するものであることを

明らかにした 。

　自動車産業の発展は中国の経済発展における産業の局度化に寄与している。ＷＴＯへの加盟を

想定すると ，国民経済の基幹産業として，自立的な自動車産業の確立がますます重要性を増して

いる。従って，自動車産業の労働生産性を向上し，総合的技術力を養成すること ，資本力 ・技術

力を再集約して，部品生産の専門化と産業の分業 ・協業体制を確立すること ，企業の合理化を徹

底すること ，などは中国自動車産業発展の当面の課題となる。更に，政府の産業政策においては ，

技術蓄積や独自の生産 ・技術開発を進める企業の努力を支援，奨励することや，産業再編の中で

企業の自立性，自主努力を導き出すための補完として有効かつ有利な外資利用を指導することも

重要である 。

　本研究では，中国自動車産業の発展問題に関連して，国際自動車市場の変化，多国籍自動車企

業の新たな動向，東南アシア開発途上諸国の自動車生産状況，それが中国自動車産業に与えうる

影響，などの問題の解明は不十分である。これらの問題は今後の研究課題でもある 。
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移転価格税制における無体資産課程の研究

　　　　利益分割法の適用についての考察

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生柳川勝也

　１９８６年，米国において移転価格に関する条項を規定した米国国歳入法第４８２条にスーパー・ ロ

イヤルティ条項が追加された。この規定は，関連者問の無体資産取引については，それぞれの関

連者のその無体資産に係る所得への寄与及び負担するリスクに相応した所得が配分されなければ

ならないという考え方に基づいており ，この考え方を，「所得相応原則」という 。この規定が導

入された理由としては，０毎体資産についてはユ ー一クなものである場合が多いので，比較対象

取引を見つけることが困難であること，　米国内の親会社が開発した収益性の高い無体資産をそ

の評価が定まらないうちにタ ックス ・ヘイブンにある子会社に低い価格で譲渡し，子会社では大

きな収益を上げ，親会社のある米国では課税漏れが生じていたこと ，　関違会社問取引により市

場を内部化する傾向を強めている多国籍企業の取引価格を，従来の独且企業間価格算定方式で執

行することが困難になっ ていること ，などがあげられている 。

　このスーパー・ ロイヤルティ条項の導入を契機に，米国では無体資産課税の強化が行われ，そ

れと並行して毎体資産の独立企業問価格の算定方法についての詳細な研究が行われた。その集大

成として，１９９４年に公表された米国内国歳入法第４８２条関係最終規則においては，独立取引比準

法（ＣＵＴ法），利益比準法（ＣＰＭ法），利益分割法（ＰＳ法）及びその他の方法が，無体資産の

独立企業間価格算定方法として規定された 。

　一方で米国においては，外資系企業の過少納税が問題となっ ていた。米国商務省の報告による

と， １９８０年代においては外資系企業の投資は増加したが，１９９０年代は減少している。さらに，外

資系企業の課程所得の比率は対売上比率及ぴ対資産比率の双方で米国企業のそれより低いものと

なっ ている。米国財務省のエコノミストであるＨａｒｒｙ　Ｇｍｂｅｒｔ氏は，この差のいくらかは移転価

格の操作によるものであると分析している 。

　クリントン大統領が，大統領選挙期間中に外資系企業に対する課税強化により１９９４年から１９９８

年の５年間で４５０億ドルの増税を行うと宣言していたことからも明らかなように，米国は
‘‘

ｅａｍ１ｇｓ－ｓｔｒ１ｐｐｍｇ
’’

ルール（過少資本税制）や移転価格に関する罰則規定であるペナルティ規則

の強化などを行い，外資系企業に対する課税強化を行ってきた 。

　これらの二つの課程強化策の意味するところは，米国による課程べ一スの拡大策に他ならない 。

これらは，互いに独立した政策ではなく ，連動したものである。つまり ，利益率が低くて納税額

も少ない外資系企業を課税するための手段としての無体資産課税である，といえるのではないか 。

　米国の最終規則に規定された毎体資産の独立企業問価格の算定方法において批判を受けたのが ，

ＣＰＭ法である。ＣＰＭ法は，比較対象取引の発見が困難で，ＣＵＴ法が適用できない場合に検討

される。この方法は関連者間取引において実際に請求された対価の額に基づく非関連者の利益水

準指標を関運者の財務数値に適用することにより ，関連者の見なし営業利益を求め，そのみなし

営業利益の幅の中に関連者問取引の営業利益があるならは，対象となる取引は独立企業問価格で

行われたものとみなされ，その幅の外に関連者問取引の営業利益があれは，独立企業間価格で行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７１）
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われなかったものとみなされ，米国内国歳入庁（ＩＲＳ）により更正が行われる 。

　同様の算定方法は，１９９４年に公表され，１９９５年に確定した０ＥＣＤのカイドラインにおいても

取引単位営業利益法（ＴＮＭＭ法）として規定されているが，ＣＰＭ法と同一の算定方法である

かという点に関しては，見解に相違がある。つまり ，ＩＲＳを中心とした米国の意見の大半は ，

ＣＰＭ法とＴＮＭＭ法は同一であると主張しているが，ヨーロッパ諸国や日本をはじめとした米

国以外のＯＥＣＤ加盟国は，これらは厳密には同じではないと主張している。この違いは，さき

に述べた米国の外資系企業課程に関遵して，米国のＣＰＭ法がその適用次第ではＴＮＭＭ法を逸

脱したものになり ，米国によるみなし課税になるのではないかという懸念が，米国以外の諸国に

はあるのである。言い換えると ，利益率の低い外資系企業に米国の企業の外資系企業に比較して

高い利益率を適用して，過大な課税が行われるのではないかという心配である 。

　ＣＰＭ法には，他にも所得が関連者のどちらか一方に偏り ，非常識な結果になる場合があるな

どの欠点が指摘されており ，その適用に関しては問題があるといえる 。

　一方，ＣＰＭ法と同様に利益をその算定基準とする独立企業間価格算定方法として利益分割法

（ＰＳ法）がある。ＰＳ法とは，多国籍企業全体の利益を，費用，固定資産，売上高，従業員数 ，

などの要素によっ て配分する方法である。ＰＳ法の長所は，関連者間のみを選択して，その全体

の利益を関連者の貢献度に応じて配分するので，比較対象取引がない場合においても適用が可能

であり ，また，ＰＳ法は全体の利益を考慮して，その利益を貢献度に応じて配分するので，関連

取引の一方の類似企業の比較だけで算定が行われ，利益が一方に偏るということが避けられやす

いということである。また，ＰＳ法の短所は，外部市場データとの関連性が低くなり ，その結果

の信頼性に疑問が残り ，また，実際にＰＳ法を適用しようとすると関連企業間における会計処理

や通貨の統合が必要であり ，計算を行う際には相当の困難が伴う 。

　以上，比較対象取引の発見が困難な場合に検討されるＣＰＭ法（ＴＮＭＭ法）とＰＳ法につい

て， その概略を検討したが，ＣＰＭ法（ＴＮＭＭ法）とＰＳ法のどちらの算定方法がよりすぐれ

ているであろうか。みなし課税の危険があり ，米国以外の多くのＯＥＣＤ加盟国から批判を受け

ているＣＰＭ法よりも ，ＣＰＭ法に較べて国際的コンセンサスも得られているＰＳ法の方がより

すぐれているのではなかろうか。確かに，先に述べた欠点以外にもＰＳ法には，関連者問の対象

範囲をどこまで含めるか，合算対象利益の算定単位，合算対象利益のレベルなど克服せねばなら

ない多くの個別の問題がある。しかしながら，ＰＳ法に他の算定方法をミッ クスさせた方法など ，

合理的でより柔軟な方法についても検討を行い，研究を進めていくことによっ て， より一層の合

理性と国際的コンセンサスが得られるのではなかろうか 。
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